
平成 29 年度 

電波の利用状況調査の評価結果

（714MHz以下の周波数帯） 

平成 30年７月 

総  務  省 

全国版から抜粋 





ページ

第１章 電波の利用状況調査・公表制度の概要

第１節 制度導入の背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1-1

第２節 電波の利用状況調査・公表制度の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・ 1-2

第２章 平成29年度電波の利用状況調査の概要

第１節 調査概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2-1

第２節 評価方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2-4

第３章 各総合通信局等における周波数区分ごとの評価結果

第１節 北海道総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-1-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-1-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-1-26

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-1-31

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-1-61

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-1-67

第２節 東北総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-2-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-2-22

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-2-27

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-2-32

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-2-65

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-2-72

第３節 関東総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-3-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-3-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-3-27

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-3-32

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-3-65

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-3-71

第４節 信越総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-4-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-4-22

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-4-27

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-4-32

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-4-65

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-4-72

第５節 北陸総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-5-1

目　　次



第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5-22

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5-27

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5-32

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5-63

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5-69

第６節 東海総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-6-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6-22

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6-28

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6-33

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6-68

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6-74

第７節 近畿総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-7-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7-26

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7-31

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7-63

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7-69

第８節 中国総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-8-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-8-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-8-26

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-8-31

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-8-65

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-8-71

第９節 四国総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-9-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-9-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-9-26

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-9-31

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-9-64

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-9-70

第10節 九州総合通信局

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-10-1

第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-10-21

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-10-26

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-10-31

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-10-67

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-10-73

第11節 沖縄総合通信事務所

第１款 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・ 3-11-1



第２款 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-11-19

第３款 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-11-24

第４款 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-11-29

第５款 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-11-61

第６款 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-11-68

第４章 周波数区分ごとの評価結果

第１節 714MHz以下の周波数の利用状況の概況 ・・・・・・・・・・・・・・・ 4-1

第２節 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-25

第３節 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-33

第４節 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-40

第５節 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-75

第６節 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4-83

第５章 総括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5-1

参考

参考１ 発射状況調査

北海道総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-1

東北総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-6

関東総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-12

信越総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-19

北陸総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-24

東海総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-29

近畿総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-36

中国総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-42

四国総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-47

九州総合通信局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-52

沖縄総合通信事務所 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-1-57

参考２ 各システムの概要

第１節 26.175MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-2-1

第２節 26.175MHz超50MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-2-13

第３節 50MHz超222MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-2-25

第４節 222MHz超335.4MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-2-39

第５節 335.4MHz超714MHz以下 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 参-2-49

付録資料

付録１ 平成29年電波の利用状況調査の調査票 ・・・・・・・・・・・・・・・ 付-1





第１章 

電波の利用状況調査・公表制度の概要 





制度導入の背景 

携帯電話や無線 LAN の普及・利用拡大に伴うサービスの多様化・高度化が進展して

おり、電波利用は量的にも質的にも大きく変化し、電波に対するニーズはますます多

様化する方向にあり、電波は私たちの生活において不可欠なものとなっている。電波

法が制定された 1950 年（昭和 25 年）当時、電波は公共分野を中心に利用され、無線

局数は全国で 5,000 局程度であった。しかし、図 1 に示すとおり、1985 年（昭和 60 年）

の電気通信業務の民間開放を契機に、移動通信分野における利用が爆発的に普及・発

展し、情報通信統計データベースによると 2017 年（平成 29 年）9 月の無線局数は、

1985 年 3 月の約 59 倍に相当する約 22,387 万局に達している。 

≪図 1 無線局数の推移≫ 

電波の利用は拡大し、携帯電話や無線 LAN といった通信分野だけではなく、産業効率

化、地域活性化、医療、環境等の様々な分野への利活用が広がっており、第５世代移動

通信システム（５Ｇ）をはじめとする移動通信、多様な分野での IoT の利活用、測位や

センシング、ワイヤレス給電等など社会経済の幅広い分野への展開が期待される。

このほかにも、新たな電波利用を実現するための研究開発が進められており、我が国

における電波利用はこれからも成長・発展が進むものと考えられる。 

これらの新たな電波利用システムを導入するに当たっては、そのシステムに割り当て

る周波数を確保するため、周波数の移行・再編を行う必要がある。そのためには、実際

に電波がどのように使われているかについて、現状を把握する必要があることから総務

省では平成 14 年に電波法を改正し、電波の利用状況を調査し、その調査結果を評価する

電波の利用状況調査制度を平成 15 年より導入した。この評価結果を踏まえ、周波数の移

行･再編を円滑かつ着実に実行するための具体的取組を示した周波数再編アクションプ

ランを策定し（平成 16 年に策定、毎年更新）、周波数割当計画の改定により周波数の移

行期限を定め、周波数移行・再編を具体化してきたところである。

２０１７年９月

約２２,３８７万局 

１９５０年９月

５,３１７局 

移動局  4,119局 

固定局   593局 

放送局 129局 

その他   476局 

１９８５年３月

約３８１万局 

移動局 約 107万局 

固定局 約 3.8万局 

放送局 約 2.4万局 

その他 約 268万局 
放送局 約 1.6万局 

移動局 約 22,110万局 

固定局  約 10.0万局 

その他 約 265万局 

約７００倍 

約５９倍 
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電波の利用状況調査・公表制度の概要 

 調査の目的 

移動通信、無線アクセス等の今後増大する電波需要に的確に対応し、電波利用の

一層の円滑化を図るため、電波の利用状況を調査し、電波の再配分計画の策定その

他電波の有効利用に資する施策を総合的かつ計画的に推進する。 

 調査の法的根拠 

電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 26 条の２の規定及び電波の利用状況の調査

等に関する省令（平成 14 年総務省令第 110 号）（以下「調査省令」という。）に基

づき実施するものである。 

≪図２ 電波の利用状況調査・公表制度の概要≫ 

 調査の対象 

調査省令第３条の規定により、3 年を周期として周波数帯を以下のとおり 3 区分

して、毎年区分ごとに実施する。 

① 714MHz 以下のもの（※）

② 714MHz を超え 3.4GHz 以下のもの（※）

③ 3.4GHz を超えるもの

具体的には、平成 15 年度に③3.4GHz を超えるもの、平成 16 年度は②770MHz を

超え 3.4GHz 以下のもの、平成 17 年度は①770MHz 以下のものを調査した。これによ

り、平成 15～17 年度の 3 年間において電波法で定める周波数帯をすべて調査した

ことになる。これを 1 ローテーションとし、平成 18 年度から改めて③3.4GHz を超

えるものから調査を始めた。現在、平成 27 年度から始まった５ローテーション目

電波の利用状況調査（３年ごと） 

周波数帯ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

周波数割当計画の作成又は変更による 
免許人への経済的な影響等の調査 

反映 

周波数割当計画の作成又は変更 

調査結果の公表  

評価結果の公表  
例  
・現在、電波は有効に利用されている
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等へ
の転換が妥当

３年を周期として、 
周波数帯を３区分し、区分ごとに実施  
① 714MHz 以下
② 714MHz を超え 3.4GHz 以下
③ 3.4GHz を超えるもの

【調査する事項】 

○無線局数
○無線局の具体的な使用実態
○他の電気通信手段への代替可能性等

 

電波監理審議会への諮問  

電波監理審議会への諮問  

周波数割当計画を作成又は変更しようと
する場合において必要があるとき 

国民の意見  
【例】 

・新規の電波需要に迅速に対応するため、

電波の再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要

1-2



である。（※平成 24 年度までは、それぞれ 770MHz 以下のもの、770MHz を超え 3.4GHz

以下のものであった。） 

 調査事項及び調査方法 

電波の利用状況調査は、調査省令第４条に基づき、原則として、全国 11 か所に

ある総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。以下同じ。）の管轄区域（北海道、東

北、関東、信越、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州及び沖縄）及び周波数割当

計画に記載されている割当可能な周波数の範囲ごとに行う。 

調査事項及び調査方法については、調査省令第５条に規定されている。具体的な

調査事項としては、無線局数、無線局の具体的な使用実態、他の電気通信手段への

代替可能性等となっている。また、調査方法については、免許人に調査票を送付し

報告を求める、無線局監理データベース（総合無線局管理ファイル）のデータを基

に調査を行う等となっている。なお、上記による調査のほか、調査を補完するもの

として、適宜電波の発射状況の調査結果を活用する。 

 調査の評価方法 

評価方法については、平成 19 年総務省告示第１号に基づき、周波数割当計画に

おいて、周波数の使用の期限等の条件が定められている周波数の電波を利用してい

る電波利用システムについては、その条件への対応の状況、新たな電波利用システ

ムに関する需要の動向、その他の事情を勘案して、電波の有効利用の程度を評価す

る。

 評価結果の公表 

評価結果の公表に当たっては、調査省令第７条に基づき、総合通信局の管轄区域

ごとに利用状況調査及び評価の結果の概要を作成し、総務省総合通信基盤局及び各

総合通信局で閲覧に供するほか、インターネットで公表する。 
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第２章 

平成 29年度電波の利用状況調査の概要 





第１節 調査概要 

（１）調査対象

714MHz以下の周波数帯を対象として調査を実施した。

（２）調査基準日

平成 29年 3月 1日を基準として実施した。

（３）調査事項及び調査方法

調査省令第 5条に基づき、免許を受けた無線局、登録を受けた無線局並びに免許

及び登録を要しない無線局に係る調査を実施した。免許を受けた無線局に係る調査

については、電波法第 103条の 2第 4項第 2号に規定する総合無線局管理ファイル

に記録されている情報の整理及び同法第 26 条の 2 第 6 項の規定に基づき免許人に

対して報告を求める事項の収集により実施した。また、登録を受けた無線局に係る

調査については、登録人の数及び登録局の数に関して、電波法第 103条の 2第 4項

第 2 号に規定する総合無線局管理ファイルに記録されている情報の整理により実

施した。 

714MHz以下の周波数帯を使用する無線局の調査事項等 

（調査省令第 5条関係） 

調 査 事 項 調 査 方 法 

① 免許人の数

② 無線局の数

③ 無線局の目的及び用途

④ 無線設備の使用技術

電波法第 103条の 2第 4項第 2号に規

定する総合無線局管理ファイルに記

録されている情報の整理 

⑤ 無線局の具体的な使用実態

⑥ 他の電気通信手段への代替可能性

⑦ 電波を有効利用するための計画

⑧ 使用周波数の移行計画

電波法第 26 条の 2 第 6 項の規定に基

づき免許人に対して報告を求める事

項の収集 

注 包括免許の無線局については、電波法第 103 条の 2 第 5 項に規定する開設無

線局数のみを調査事項とし、調査省令第 5 条第 2 項第 1 号に規定する方法に

より実施した。 

2-1



免許及び登録を要しない無線局に係る調査については、次に掲げる区別ごとに、それ

ぞれの欄に示す調査事項及び調査方法により実施した。 

免許及び登録を要しない無線局の調査事項等（調査省令第５条関係） 

１ 区 別 ２ 調 査 事 項 ３ 調 査 方 法 

 電波法第 38 条の 6 第

1 項の技術基準適合証明

を受けた無線設備 

技術基準適合証明を

受けた無線設備の台数 

 電波法第 38 条の 6 第 2 項に

基づき登録証明機関に対して

報告を求める事項の整理 

 電波法第 38条の 24第

1 項の工事設計認証に係

る無線設備 

特定無線設備の技術

基準適合証明等に関す

る規則第 19 条第 1 項第

4 号に規定する検査を行

った特定無線設備の数

量 

 電波法第 38条の 29において

準用する同法第 38 条の 20 第 1

項に基づき同法第 38条の 24第

1 項の工事設計認証を受けた者

に対して報告を求める事項の

整理及び同条第 3項において準

用する同法第 38 条の 6 第 2 項

に基づき登録証明機関に対し

て報告を求める事項の整理 

 電波法第 38条の 31第

1 項の技術基準適合証明

に係る無線設備 

 技術基準適合証明を

受けた無線設備の台数 

 電波法第 38条の 31第 4項に

おいて準用する同法第 38 条の

6 第 2 項に基づき承認証明機関

に対して報告を求める事項の

整理 

 電波法第 38条の 31第

5 項の工事設計認証に係

る無線設備 

 特定無線設備の技術

基準適合証明等に関す

る規則第 35 条第１項第

4 号に規定する検査を行

った特定無線設備の数

量 

 電波法第 38条の 31第 6項に

おいて準用する同法第 38 条の

20 第 1 項の規定に基づき同法

第 38条の 31第 5項の工事設計

認証を受けた者に対して報告

を求める事項の整理及び同条

第 6項において準用する同法第

38 条の 6 第 2 項に基づき承認

証明機関に対して報告を求め

る事項の整理 

 電波法第 38条の 33第

1 項の確認に係る無線設

備 

 特定無線設備の技術

基準適合証明等に関す

る規則第 40 条第 1 項第

 電波法第 38条の 38において

準用する同法第 38 条の 20 第 1

項に基づき同法第 38条の 33第

2-2



4 号に規定する検査を行

った特別特定無線設備

の数量 

4 項の届出業者に対して報告を

求める事項の整理 

 特定機器に係る適合

性評価手続の結果の外

国との相互承認の実施

に関する法律（平成 13年

法律第 111 号）第 33 条

第 2項の工事設計認証に

係る無線設備 

 特定機器に係る適合

性評価手続の結果の外

国との相互承認の実施

に関する法律（平成 13年

法律第 111 号）第 33 条

第 2項の規定により法第

38 条の 25 第 2 項の規定

が適用される場合にお

ける特定無線設備の技

術基準適合証明等に関

する規則第 19 条第 1 項

第 4号に規定する検査を

行った特定無線設備の

数量 

 特定機器に係る適合性評価

手続の結果の外国との相互承

認の実施に関する法律（平成 13

年法律第 111 号）第 33 条第 2

項の工事設計認証を受けた者

に対して報告を求める事項の

整理 

注 「調査事項」の各欄の台数又は数量は、特定無線設備の技術基準適合証明等に関す

る規則第 2 条第 1 項に定める特定無線設備又は同条第 2 項に定める特別特定無線設

備の種別ごとの台数又は数量とする。ただし、一の特定無線設備又は特別特定無線設

備の種別において、2以上の周波数を使用する特定無線設備又は特別特定無線設備に

ついては、それぞれの周波数ごとの台数又は数量とする。 

（４）調査の評価

電波法第 26 条の 2 第 2 項に規定するとおり、利用状況調査の結果に基づき、電

波に関する技術の発達及び需要の動向、周波数割当てに関する国際的動向その他の

事情を勘案して、電波の有効利用の程度を評価した。 

平成 29年度調査の評価に当たっては、714MHz以下の周波数帯を 5に区分し、各

周波数区分に属する電波利用システムの電波の利用状況を基に、各周波数区分の評

価を行った（第 2節を参照）。 

（５）評価結果の公表

電波法第 26 条の 2 第 3 項に規定するとおり、利用状況調査及び評価の結果をイ

ンターネットの利用により公表するほか、総務省総合通信基盤局及び総合通信局に

おいて公衆の閲覧に供する。 
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（６）調査等のスケジュール

平成 29年 4月 総務省より免許人に調査票を送付

平成 29年 6月 調査票を回収

平成 29年 7月～平成 30年 3月 調査票の集計、分析及び評価を実施

平成 30年 5月～平成 30年 6月 評価（案）についてパブリックコメントを実施

平成 30年 7月 パブリックコメントの結果を公表（予定）

電波監理審議会に諮問（予定） 

調査結果及び評価結果を公表（予定） 

第２節 評価方法 

（１） 平成 29年度調査の評価に当たっては、対象周波数帯（714MHz以下の周波数帯）

を 5に区分し、それぞれの周波数区分ごとに評価を行う。

（２） 各周波数区分の評価に当たっては、各区分の周波数の電波を使用している電波利

用システムの電波の利用状況を基に評価を行う。平成 29年度調査では、総計約 350

万局の電波利用システムの評価を行っている。

（３） 平成 29年度調査では、評価結果における集計方法の一部見直しを実施した。平

成 29年度の集計方法は以下の通りである。

■３章 各地方局等における周波数区分ごとの評価結果

●第 1款

①各総合通信局の主な概要

前回調査の無線局数と比較するために、電波利用システムごとに属している

無線局数を集計し、各電波利用システムの無線局を合算している。なお、同

一周波数区分で複数の電波利用システムに属している無線局については、1

局として計上している。ただし、複数周波数区分に属する場合はそれぞれの

周波数区分において計上している。（平成 23年度、平成 26年度調査と同様

の集計方法。）

②周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数

周波数区分ごとに第 2款～第 6款の⑤の合計値を使用している。

③周波数区分ごとの無線局数の割合

周波数区分ごとに第 2款～第 6款の⑤の合計値を使用している。

④無線局数の推移

管区ごとに第 2款～第 6款の⑦の合計値を使用している。
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●第 2款～第 6款

⑤無線局数の割合及び局数

複数の電波利用システムに属している無線局は、それぞれの複数の電波利用

システムの無線局数に計上している。

⑥無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）

複数の目的コードを保持する無線局は、それぞれの目的コードの無線局数に

計上している。

⑦無線局数の推移

複数の電波利用システムに属している無線局は、それぞれの電波利用システ

ムの無線局数に計上している。（平成 23年度・平成 26年度調査では、複数

の電波利用システムに属していても１局として計上） 

■４章 周波数区分ごとの評価結果

●第 1節

①全国の主な概要

３章第 1節～第 11節の①の合計値を使用している。

②周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数

周波数区分ごとに４章 2節～第 6節の⑥の合計値。

③周波数区分ごとの無線局数の割合

周波数区分ごとに４章 2節～第 6節の⑥の合計値。

④無線局数の推移（各通信総合局の比較）

３章の同一タイトルのグラフと同一のグラフを掲載

⑤単位人口・単位面積当たりの無線局数の割合

複数の電波利用システムに属している無線局は、それぞれの電波利用システム

の無線局数に計上している。（平成 23年度・平成 26年度調査では、複数の電波

利用システムに属していても１局として計上） 

なお、平成 23年度・平成 26年度の集計方法で算出した平成 29年度の無線局数

は、④のグラフに記載の＜参考＞に表示している。 

●第 2節～第 6節

⑥無線局数の割合及び局数

３章 第 1節～第 11節それぞれの第 1款②の合計値

⑧無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）

３章 第 1節～第 11節それぞれの第 1款②の合計値

⑨無線局数の推移

３章の同一タイトルのグラフと同一のグラフを掲載
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⑩システム別の無線局数の推移

複数の電波利用システムに属する無線局は、それぞれの電波利用システムの

無線局数に計上している。

（４）「※割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき計算している。」と明示してい

る図表については、該当する質問事項について調査票に回答した免許人数の割合を示した

ものであり、その無線局数の割合を示すものではない。（１免許人が複数無線局を保持して

いる場合でも、1回答となる） 

（５）調査周波数帯を５つに区分した理由、各周波数区分に属する電波利用システムは次の

とおりである。 

周波数区分・区分理由 

電波利用システムグループ 

電波利用システム 評価グ

ループ
評価対象システム 

26.175MHz以下 

この周波数帯域は、船舶及び航

空機の安全な航行に不可欠な無

線通信システムによる使用が主

体となっている帯域であり、国

際的な周波数プランに従った遠

距離通信用の周波数帯となって

いるため、評価対象システムご

とあるいは個別システムごとの

評価ではなく、周波数区分によ

る一元的な評価が適当。 

陸上 自営(主に公共分野) 水防道路用無線 

その他公共業務用無線 

自営(公共分野以外) 一般業務用無線 

放送 中波放送 

短波放送 

その他 アマチュア無線

標準電波 

路側通信 

海上 船舶通信 船舶無線 

測位 ラジオ・ブイ

海洋レーダー 

気象通報用無線 

航空 航空通信 航空無線 

航空管制用無線 

航空機製造修理事業用無線 

測位 航空ビーコン 

その他 電波天文 電波天文 

ISM ISM 

その他 実験試験局 

その他 
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26.175MHz超 50MHz 以下 

この周波数帯域は、主に小型

船舶による船舶通信等の近距離

通信システムによる使用が主体

となっている帯域であるため、

評価対象システムごとあるいは

個別システムごとの評価ではな

く、周波数区分による一元的な

評価が適当。 

陸上 自営(主に公共分野) 消防用無線 

列車無線 

無線呼出用無線 

電気通信事業運営用無線 

その他公共業務用無線 

自営(公共分野以外) 一般業務用無線 

放送事業 放送連絡用無線 

ラジオマイク用無線

その他 アマチュア無線

電波規正用無線局 

海上 船舶通信 船舶無線 

測位 ラジオ・ブイ

海洋レーダー 

その他 魚群探知テレメーター 

航空 その他 グライダー練習用無線 

その他 電波天文 電波天文 

免許不要 市民ラジオ 

ラジコン

ラジオマイク

その他 実験試験局 

その他 

50MHz超 222MHz 以下 

この周波数帯域は、見通し外

通信にも使用できる超短波(VHF)

帯の伝搬特性を利用した、比較

的遠距離の移動通信システム及

び放送による使用が主体となっ

ている帯域であるため、評価対

象システムごとあるいは個別シ

ステムごとの評価ではなく、周

波数区分による一元的な評価が

適当。

陸上 防災 防災無線 

県防災端末系無線 

市町村防災用無線 

市町村防災用同報無線 

市町村防災用同報デジタル無線 

防災テレメーター 

自営(主に公共分野) 消防用無線 

救急医療用無線 

気象用無線 

水防道路用無線 

道路管理用無線 

ガス事業用無線 

電気事業用無線 

陸上運輸用無線
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列車無線 

電気通信事業運営用無線 

その他公共業務用無線 

自営(公共分野以外) 一般業務用無線 

非常警報用無線 

テレメーター用無線

同報無線 

同報デジタル無線 

電気通信業務 電気通信業務用無線 

放送 FM放送 

FM多重放送 

V-Lowマルチメディア放送

放送事業 放送連絡用無線 

放送連絡用デジタル無線 

放送中継用無線 

放送素材伝送用無線 

有線テレビジョン放送事業用無線 

その他 アマチュア無線

簡易無線 

デジタル簡易無線 

電波規正用無線局 

海上 船舶通信 船舶無線 

その他 衛星 EPIRB 

船上通信設備 

航空 航空通信 航空無線 

航空管制用無線 

飛行援助用無線 

航空関係事業用 

航空機製造修理事業用無線 

航空無線データ通信用無線 

航空保安用無線 

飛行場情報等通報用無線 

航空機用救命無線 

測位 ILS 

VOR 
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衛星 電気通信業務 オーブコム

その他 免許不要 ラジコン

ラジオマイク

補聴援助用ラジオマイク 

音声アシスト用無線電話 

動物検知通報システム 

その他 実験試験局 

その他 

222MHz超 335.4MHz 以下 

この周波数帯域は、船舶及び

航空機の安全な航行に不可欠な

無線通信システム、防災用デジ

タル無線システム及び電気通信

業務用ページャーシステムによ

る使用に限定された帯域である

ため、評価対象システムごとあ

るいは個別システムごとの評価

ではなく、周波数区分による一

元的な評価が適当。 

陸上 防災 県防災用デジタル無線 

市町村防災用デジタル無線 

自営(主に公共分野) 消防用デジタル無線 

その他公共業務用無線 

自営(公共分野以外) 一般業務用無線 

電気通信業務 電気通信業務用ページャー 

海上 測位 ディファレンシャル GPS 

航空 航空通信 航空無線 

航空管制用無線 

航空機製造修理事業用無線 

飛行場情報等通報用無線 

航空機用救命無線 

測位 ILS 

その他 電波天文 電波天文 

免許不要 ラジオマイク

コードレス電話

テレメーター、テレコントロール及

びデータ伝送 

その他 実験試験局 

その他 

335.4MHz超 714MHz以下 

この周波数帯は、極超短波

(UHF)帯の伝搬特性を利用した、

移動通信システム及び放送によ

る使用が主体となっている帯域

であるため、評価対象システム

陸上 防災 防災無線 

県防災端末系無線 

県防災端末系デジタル無線 

市町村防災用無線 

防災テレメーター 

自営(主に公共分野) 消防用無線 

水防道路用無線 
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ごとあるいは個別システムごと

の評価ではなく、周波数区分に

よる一元的な評価が適当。

K-COSMOS無線

道路管理用無線 

道路管理用デジタル無線 

ガス事業用無線 

電気事業用無線 

電気事業用デジタル無線 

陸上運輸用無線

列車無線 

電気通信事業運営用無線 

固定多重通信用無線 

その他公共業務用無線 

自営(公共分野以外) 一般業務用無線 

タクシー用無線

タクシー用デジタル無線

テレメーター用無線

地域振興 MCA 

電気通信業務 電気通信業務用移動多重無線 

電気通信業務用携帯電話エントラン

ス無線

電気通信業務用空港無線電話通信 

電気通信業務用デジタル空港無線電

話通信 

放送 エリア放送

デジタル TV放送 

放送事業 放送連絡用無線 

ラジオマイク用無線

放送波中継用無線 

放送素材伝送用無線 

有線テレビジョン放送事業用無線 

その他 アマチュア無線

ラジオマイク用無線

電波規正用無線局 

簡易無線 

気象援助用無線 

デジタル簡易無線 
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海上 船舶通信 船舶無線 

マリンホーン

その他 衛星 EPIRB 

船上通信設備 

航空 航空通信 航空機用救命無線 

航空管制用無線 

航空関係事業用 

航空機製造修理事業用無線 

その他 航空レジャー用無線 

衛星 その他 DCP 

その他 電波天文 電波天文 

免許不要 テレメーター、テレコントロール及

びデータ伝送 

医療用テレメーター 

無線呼出 

無線電話 

小電力セキュリティシステム 

アクティブタグシステム

その他 実験試験局 

その他 

（注１）電波の利用状況調査の調査結果において、「その他公共業務用無線」は「公共業務

用無線」に、「防災無線」は「その他の防災無線」と表記している。 
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第３章 

各総合通信局等における周波数区分ごとの評価結果 
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第５節 北陸総合通信局 

 714MHz 以下の周波数の利用状況の概況 

管轄地域の都道府県 富山県、石川県、福井県 

年度 平成 26 年度集計 平成 29 年度集計 増減 

管轄地域内の免許人数（対全国比）*1 38,026 人(2.8%)*2 36,178 人(2.7%)*2 -1,848 人

管轄地域内の無線局数（対全国比）*1 87,487 局(2.6%)*3 88,542 局(2.5%)*3 1,055 局 

*1 「免許人数」及び「無線局数」の値は、以降の図表の集計方法とは異なるため、以降の図表で各項目を合計し

た値とは異なる。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*2 登録人（H26 年度 464 人、H29 年度 947 人）を含む。

*3 包括免許の無線局（H26 年度 0 局、H29 年度 0 局）、登録局（H26 年度 108 局、H29 年度 245 局）及び包括登録

の登録局（H26 年度 3,850 局、H29 年度 8,196 局）を含む。

714MHz 以下の周波数帯域を 5 つの周波数区分に分けて、その周波数区分ごとに評

価する。 

無線局数 

無線局数の割合については、335.4MHz 超 714MHz 以下の周波数の電波を使用して

いる無線局が最も高く、714MHz 以下の周波数の電波を使用する無線局全体の 48.9%

を占めている。次いで、50MHz 超 222MHz 以下の周波数の電波を使用している無線局

が 31.1%を占めている。これら 2 つの周波数区分で全体の 8 割を占めている（図表

－陸－１－１）。 

図表－陸－１－１ 周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数 

* 複数の周波数区分を利用している無線局は、それぞれで計上されている。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

①26.175MHz以下

8.2%(8,761局)

②26.175MHz超50MHz以下

7.4%(7,902局)

③50MHz超222MHz

以下

31.1%(33,397局)

④222MHz超

335.4MHz以下

4.5%(4,802局)

⑤335.4MHz超

714MHz以下

48.9%(52,423局)
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⑤335.4MHz 超 714MHz 以下の周波数区分と③50MHz 超 222MHz 以下の周波数区分の

割合が高いのは、アマチュア局や簡易無線局など局数の多いシステムが存在するた

めである。①26.175MHz 以下の周波数区分と②26.175MHz 超 50MHz 以下の周波数区分

においては、アマチュア局が大きな割合を占める「陸上・その他」の割合が高い。

また、④222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数区分においては、消防用無線を含む「陸

上・自営（主に公共分野）」の割合が高い（図表－陸－１－２）。 

図表－陸－１－２ 周波数区分ごとの無線局数の割合 

*1 複数の周波数区分・電波利用システムを利用している無線局は、それぞれで計上されている。

  詳細は、第2章第2節を参照のこと。

*2 周波数区分ごとの無線局数に対するアマチュア局（「陸上・その他」に属する）が占める割合は次のとおり。

①26.175MHz 以下：99.2%、②26.175MHz 超 50MHz 以下：80.7%、③50MHz 超 222MHz 以下：49.2%、

⑤335.4MHz 超 714MHz 以下：19.4%

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。

*5 70%以上の値を強調して表記している。

①26.175MHz以下
②26.175MHz超

 50MHz以下
③50MHz超

222MHz以下
④222MHz超

335.4MHz以下
⑤335.4MHz超

 714MHz以下

陸上・防災 - - 3.9% 34.3% 3.3%

陸上・自営（主に公共分野） - 0.0% 23.0% 65.3% 16.6%

陸上・自営（公共分野以外） - - 9.5% - 19.5%

陸上・電気通信業務 - - 0.1% - 0.0%

陸上・放送 0.3% - 0.2% - 0.6%

陸上・放送事業 - 0.1% 0.7% - 0.6%

海上・船舶通信 0.4% 18.6% 1.7% - 0.5%

海上・測位 0.0% - - - -

航空・航空通信 - - 0.8% 0.2% 0.1%

航空・測位 - - 0.0% 0.0% -

衛星・電気通信業務 - - - - -

陸上・その他*2 99.2% 80.7% 59.6% - 58.6%

海上・その他 - 0.5% 0.4% - 0.1%

航空・その他 - - - - -

衛星・その他 - - - - -

その他・その他 - - 0.0% 0.2% 0.0%

8.2% 7.4% 31.1% 4.5% 48.9%各周波数区分ごとの無線局数の割合

各
周
波
数
区
分
・
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム
グ
ル
ー

プ

ご
と
の
無
線
局
数
の
割
合

3-5-2



   

各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 23

年度調査時からほぼ横ばいとなっている。全国的には総合通信局によって増減にば

らつきはあるものの、全体で無線局数は増加している（図表－陸－１－３の参考の

数値で比較）。 

 

図表－陸－１－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 
* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（257,524 局）、東北（341,325 局）、関東（1,104,853 局）、信越（158,590 局）、 

北陸（88,542 局）、東海（395,842 局）、近畿（457,963 局）、中国（215,691 局）、四国（136,901 局）、 

九州（316,522 局）、沖縄（26,552 局） 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 264,867 332,545 903,446 154,252 88,242 379,514 418,735 224,971 133,448 323,788 25,031

平成26年度 256,814 329,390 991,658 153,540 87,487 380,177 434,458 217,076 133,987 318,451 24,842

平成29年度 310,527 414,667 1,409,344 192,682 107,285 483,753 584,264 267,794 163,232 396,144 32,601

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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アマチュア局を除いた場合の各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度

及び平成 26 年度と同じ集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をする

と、北陸局においては平成 23 年度調査時から増加している。この傾向は、全国的に

同様である（図表－陸－１－４の参考の数値で比較）。  

 

図表－陸－１－４ 無線局数の推移（各総信局等の比較・アマチュア局を除く） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（150,546 局）、東北（208,142 局）、関東（757,226 局）、信越（105,204 局）、北陸（55,428 局）、 

東海（232,830 局）、近畿（302,172 局）、中国（131,246 局）、四国（81,499 局）、九州（194,122 局）、 

沖縄（20,039 局） 

 

 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 146,987 191,354 544,363 96,264 50,632 199,250 248,820 126,806 75,568 187,316 18,018

平成26年度 147,792 196,635 640,791 98,849 52,279 210,059 272,338 128,017 78,308 190,333 18,118

平成29年度 180,942 248,963 965,818 125,001 65,615 281,109 385,971 161,456 95,652 239,801 24,657

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度

3-5-4



   

 時間的共有状況 

平成 29 年度の調査対象周波数帯に属する調査対象システムのうち、以下に記載す

るシステム及び県防災端末系無線の通信状況を見るため、時間ごとに通信が行われ

る割合を集計した。 

60MHz 帯、150MHz 帯、400MHz 帯及び県防災端末系無線の順に、これらのシステム

の平均値との比較を併せて行っている。平均値の算出の対象としているシステムは

以下のとおりである（該当する無線局が存在しないシステムは除く）。 

 

【60MHz 帯システム】 

・電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 

・公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 

 

【150MHz 帯システム】 

・道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

 

【400MHz 帯システム】 

・ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

・列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz 

・公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

 

【県防災端末系無線】 

・県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz 
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60MHz 帯に属するシステムを見ると、災害対策・水防用無線及び電気事業用無線

は、時間に関係なく通信を行う無線局の割合が 100%となっている。公共業務用無線

は、平均値を下回っているものの時間に関係なく高い割合で通信が行われている

（図表－陸－１－５）。 

 

図表－陸－１－５ 通信が行われている時間帯ごとの割合（60MHz 帯） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*3 60MHz 帯システムの平均（北陸）は、グラフに表示されるシステムの平均値を表す。 

 

  

電気事業用無線(基地局・

携帯基地局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・

陸上移動中継局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

60MHz帯システムの平均（北陸）*3

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 【時台】
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150MHz 帯に属するシステムを見ると、災害対策・水防用無線は 60MHz 帯に属する

システムと同様、時間に関係なく通信している無線局の割合が 100%となっている。

ガス事業用無線、公共業務用無線、電気事業用無線、列車無線、道路管理用無線

は、日中に通信を行う無線局の割合が高く、夜間・早朝に通信を行う無線局の割合

が低くなっている。特に道路管理用無線は、5 時から 18 時までは通信を行う無線局

の割合が 100%となっているが、それ以外は全く通信が行われていない（図表－陸－

１－６）。 

 

図表－陸－１－６ 通信が行われている時間帯ごとの割合（150MHz） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*3 150MHz 帯システムの平均（北陸）は、グラフに表示されるシステムの平均値を表す。 

 

  

道路管理用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・

陸上移動中継局)150MHz

災害対策・水防用無線(基地局・

携帯基地局)150MHz

150MHz帯システムの平均(北陸）*3

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
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400MHz 帯に属するシステムを見ると、災害対策・水防用無線は 150MHz 帯に属す

るシステムと同様、時間に関係なく通信を行う無線局の割合が 100%となっている。

公共業務用無線、列車無線、ガス事業用無線は、日中に通信を行う無線局の割合が

高く、夜間・早朝に通信を行う無線局の割合が低くなっている（図表－陸－１－

７）。 

 

図表－陸－１－７ 通信が行われている時間帯ごとの割合（400MHz） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*3 400MHz 帯システムの平均（北陸）は、グラフに表示されるシステムの平均値を表す。 

 

  

ガス事業用無線(基地局・携

帯基地局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上

移動中継局)400MHz

公共業務用無線

(基地局・携帯基

地局・陸上移動

中継局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携

帯基地局)400MHz

400MHz帯システム

の平均（北陸）*3

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 【時台】
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県防災端末系無線を見ると、時間に関係なく通信を行う無線局の割合が 100%とな

っている（図表－陸－１－８）。 

 

図表－陸－１－８ 通信が行われている時間帯ごとの割合（県防災端末系無線） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 県防災用無線の平均（北陸）は、グラフに表示されるシステムの平均値を表す。 

  

県防災端末系無線(基地

局・携帯基地局)400MHz

県防災端末系無線の平均（北陸）
*2

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 【時台】

*1 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。

*2  県防災端末系無線の平均（北陸）は、グラフに表示されるシステムの平均値を表す。
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 個別システムの利用状況に関する比較分析 

ライフライン系システム（電気事業、ガス事業及び列車無線に関わるシステム、

以下同じ）の通信時間、デジタル化（ナロー化）導入率、災害対策、休日・夜間の

復旧体制及び故障対策について比較分析を行った。その結果は次のとおりである。 

 

＜システムの内訳＞ 

集計対象のライフライン系システムは、以下のとおりである。（該当する無線局が

存在しないシステムは除く。） 

 

【電気】に含まれるシステム 

・電気事業用無線(固定局)60MHz 

・電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 

・電気事業用無線(固定局)150MHz 

・電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

 

【ガス】に含まれるシステム 

・ガス事業用無線(固定局)150MHz 

・ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・ガス事業用無線(固定局)400MHz 

・ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

 

【列車】に含まれるシステム 

・列車無線(固定局)150MHz 

・列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・列車無線(固定局)400MHz 

・列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz 
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北陸局管内におけるライフライン系システム（電気）について、通信時間、デジタ

ル化（ナロー化）導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況を全

国平均の値と比較すると、デジタル化（ナロー化）導入率以外の項目で 80%を超えて

おり、全国平均とほぼ同等となっている（図表－陸－１－９）。 

 

図表－陸－１－９ ライフライン系システム（電気）の 

通信時間、デジタル化導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の比較分析 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信時間（当該システムの平均）

デジタル化（ナロー化）

災害対策（合計）休日・夜間の復旧体制

故障対策

電気（北陸） 電気（全国）
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災害対策の内訳として火災対策、津波・水害対策、地震対策のそれぞれの状況を

見ると、全ての項目で 80%を超えており、全国平均とほぼ同等となっている。特

に、火災対策は 100%となっており、十分な取り組みが実施されていることがわかる

（図表－陸－１－１０）。 

 

図表－陸－１－１０ ライフライン系システム（電気）の 

火災対策、津波・水害対策、地震対策の対応状況 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

火災対策

津波・水害対策地震対策

電気（北陸） 電気（全国）
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北陸局管内におけるライフライン系システム（ガス）について、通信時間、デジ

タル化（ナロー化）導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況

を全国平均の値と比較すると、故障対策が全国平均を上回っており、通信時間及び

休日・夜間の復旧体制は全国平均とほぼ同等となっている。デジタル化（ナロー

化）導入率及び災害対策については、全国平均を下回っている（図表－陸－１－１

１）。 

 

図表－陸－１－１１ ライフライン系システム（ガス）の 

通信時間、デジタル化導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の比較分析 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信時間（該当システムの平均）

デジタル化（ナロー化）

災害対策（合計）休日・夜間の復旧体制

故障対策

ガス（北陸） ガス（全国）
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災害対策の内訳として火災対策、津波・水害対策、地震対策のそれぞれの状況を

見ると、全ての項目で全国平均を下回っており、特に津波・水害対策及び地震対策

は 30%を下回っている（図表－陸－１－１２）。 

 

図表－陸－１－１２ ライフライン系システム（ガス）の 

火災対策、津波・水害対策、地震対策の対応状況 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

  

0%

20%

40%

60%

80%

火災対策

津波・水害対策地震対策

ガス（北陸） ガス（全国）
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北陸局管内におけるライフライン系システム（列車）について、通信時間、デジ

タル化（ナロー化）導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況

を全国平均の値と比較すると、休日・夜間の復旧体制を除いて全国平均を下回って

いる。周波数再編アクションプランにおいて、150MHz 帯の列車無線のデジタル化が

推奨されていることから、今後、取り組みを検討していく必要があると考えられる

（図表－陸－１－１３）。 

 

図表－陸－１－１３ ライフライン系システム（列車）の 

通信時間、デジタル化導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の比較分析 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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災害対策の内訳として火災対策、津波・水害対策、地震対策のそれぞれの状況を

見ると、火災対策は全国平均より進んでいる一方、津波・水害対策及び地震対策で

全国平均を下回っている（図表－陸－１－１４）。 

 

図表－陸－１－１４ ライフライン系システム（列車）の 

火災対策、津波・水害対策、地震対策の対応状況 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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防災系システム（県防災、市区町村防災、その他（防災テレメータ・その他の防

災無線））ごとの通信時間、火災対策、津波・水害対策、地震対策、休日・夜間の復

旧体制及び故障対策について比較分析を行った。その結果は次のとおりである。 

 

＜システムの内訳＞ 

集計対象の防災系システムは、以下のとおりである。（該当する無線局が存在しな

いシステムは除く。） 

 

【県防災用無線】に含まれるシステム 

・県防災端末系無線(固定局)400MHz 

・県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

 

【市区町村防災用無線】に含まれるシステム 

・市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・市町村防災用無線(固定局)400MHz 

・市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

・市町村防災用同報無線(固定局)60MHz 

 

【その他】に含まれるシステム 

・災害対策・水防用無線(固定局)60MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・災害対策・水防用無線(固定局)400MHz 

・災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 

・その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz 

・その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz 
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北陸局管内における県防災用無線の通信時間、火災対策、津波・水害対策、地震

対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況を全国平均の値と比較すると、津

波・水害対策以外の項目で 100%となっている。津波・水害対策は約 50%と全国平均

を下回っている（図表－陸－１－１５）。 

 

図表－陸－１－１５ 県防災用無線の災害対策対応状況 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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北陸局管内における市区町村防災用無線の通信時間、火災対策、津波・水害対

策、地震対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況を全国平均の値と比較す

ると、津波・水害対策は全国平均を大きく上回っており、通信時間及び故障対策も

全国平均とほぼ同等となっている。火災対策及び休日・夜間の復旧体制は全国平均

を下回っている（図表－陸－１－１６）。 

 

図表－陸－１－１６ 市区町村防災用無線の災害対策等の対応状況 

 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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北陸局管内における災害対策・水防用無線等の防災系システム（その他）の通信

時間、火災対策、津波・水害対策、地震対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策

の状況を全国平均の値と比較すると、通信時間、津波・水害対策及び休日・夜間の

復旧体制は、全国平均とほぼ同等もしくはそれ以上となっている。火災対策、地震

対策及び故障対策は全国平均を下回っている（図表－陸－１－１７）。 

 

図表－陸－１－１７ その他の災害対策対応状況 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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次に、デジタル化が推奨されている列車無線のデジタル化進捗率を見る。個別シ

ステムごとのデジタル化進捗率は、「第４款（４）無線局のデジタル技術の導入状

況」、「第６款（４）無線局のデジタル技術の導入状況」を参照のこと。 

固定局は全てが「デジタル化の導入予定なし」となっており、基地局・携帯基地

局も「デジタル化の導入予定なし」が 8 割と非常に高い割合となっている（図表－

陸－１－１８）。 

 

図表－陸－１－１８ デジタル化の進捗率 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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 26.175MHz 以下 

 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

＜無線局免許等を要する電波利用システム＞ 

電波利用システムグループ名 （参考）主な電波利用システム 

陸上・放送 中波放送、短波放送 

陸上・その他 アマチュア無線、標準電波、路側通信 

海上・船舶通信 船舶無線 

海上・測位 ラジオ・ブイ、海洋レーダー、気象通報用無線 

* 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・

その他」が 99.2%と高い割合を占めている（図表－陸－２－１）。 

 

図表－陸－２－１ 無線局数の割合及び局数【北陸】 

 

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 割合が 0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。 

 

  

割合 局数 割合 局数
海上・測位 0.03% 3 航空・航空通信 0.00% 0
陸上・自営(主に公共分野) 0.00% 0 その他・その他 0.00% 0
陸上・自営(公共分野以外) 0.00% 0
*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 割合が0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。

陸上・その他

99.2%(8,693局)

海上・船舶通信

0.4%(39局)

陸上・放送

0.3%(26局)

0.1%以下のシステム（*１）

0.0%(3局)
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目的別に見ると、アマチュア業務用が 98.6%を占めており、本周波数区分はアマ

チュア無線に広く利用されていることがいえる（図表－陸－２－２）。 

 

図表－陸－２－２ 無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）【北陸】 

 

*1 実験試験用（EXP）、放送事業用（BCS）、簡易無線業務用（CRA）、一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在

しない。 

*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 0.05%未満については 0.0%と表示している。 

 

  

目的コード 割合 局数
アマチュア業務用（ATC） 98.6% 8,689

一般業務用（GEN） 0.8% 67
公共業務用（PUB） 0.3% 27
基幹放送用（BBC） 0.3% 26

電気通信業務用（CCC） 0.0% 2
実験試験用（EXP） 0.0% 0
放送事業用（BCS） 0.0% 0
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0

一般放送用（GBC） 0.0% 0

*1 実験試験用（EXP）、放送事業用（BCS）、簡易無線業務用（CRA）、一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。
*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 0.05%未満については0.0%と表示している

アマチュア業務用（ATC）, 98.6%
一般業務用（GEN）, 0.8%

公共業務用（PUB）, 

0.3%

基幹放送用（BBC）, 0.3%

電気通信業務用（CCC）, 0.0%
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各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 23

年度調査時から減少している。この傾向は、全国的に同様である（図表－陸－２－

３の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－２－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（15,197 局）、東北（23,561 局）、関東（61,808 局）、信越（9,802 局）、北陸（6,338 局）、 

東海（27,831 局）、近畿（29,776 局）、中国（16,361 局）、四国（9,466 局）、九州（26,721 局）、 

沖縄（1,068 局） 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 19,090 28,201 64,904 11,013 7,337 32,262 34,261 19,570 10,522 30,446 1,191

平成26年度 16,549 25,299 63,006 10,200 6,821 29,606 31,534 17,492 9,797 28,276 1,098

平成29年度 20,527 32,599 92,743 14,031 8,761 39,182 42,255 22,660 12,881 35,617 1,597

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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アマチュア局を除いた場合の各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度

及び平成 26 年度と同じ集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をする

と、北陸局においては平成 23 年度調査時から減少している。なお、関東局でやや増

加しているものの、全国的には減少傾向となっている（図表－陸－２－４の参考の

数値で比較）。 

 

図表－陸－２－４ 無線局数の推移（各総合通信局等の比較・アマチュア局を除く） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（628 局）、東北（677 局）、関東（1,292 局）、信越（90 局）、北陸（72 局）、東海（421 局）、 

近畿（333 局）、中国（272 局）、四国（479 局）、九州（774 局）、沖縄（133 局） 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 752 800 1,129 90 122 478 342 312 553 881 164

平成26年度 694 698 1,261 89 94 428 336 281 513 816 141

平成29年度 628 682 1,296 84 72 440 353 272 484 785 135

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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 周波数に係る評価 

本周波数帯は電離層反射や大地反射により中長距離伝送が可能であるという特性

を有していることから、船舶通信等において今後も一定の需要が見込まれる。 

本周波数帯では WRC-12 の結果により、海洋レーダー及びアマチュア業務に国際分

配がされたことを受け、周波数を国内分配した。 

 

 電波利用システムに係る評価 

本周波数帯は、中波放送、船舶通信システム、海上・測位システム等の多様で重

要な電波利用システムに利用されるとともに、依然としてアマチュア無線にも広く

利用されている。 

 

 総合評価 

本周波数帯は、中波放送、船舶通信システム、ラジオ・ブイ等の海上・測位シス

テム等の多様で重要な電波利用システムに利用されており、無線局数は減少傾向に

あるものの、これらの電波利用システムの重要性という観点から判断すると適切に

利用されていると認められる。 
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 26.175MHz 超 50MHz 以下 

 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

＜無線局免許等を要する電波利用システム＞ 

電波利用システムグループ名 （参考）主な電波利用システム 

陸上・自営(主に公共分野) 消防用無線、列車無線、電気通信事業運営用無線 等 

陸上・放送事業 放送連絡用無線、ラジオマイク用無線 

陸上・その他 アマチュア無線、電波規正用無線局 

海上・船舶通信 船舶無線 

海上・その他 魚群探知テレメーター 

* 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・

その他」が 80.7%と高い割合を占めている。次いで、「海上・船舶通信」が 18.6%を

占め、これら 2 つのシステムで全体の 99.3%を占めている（図表－陸－３－１）。 

 

図表－陸－３－１ 無線局数の割合及び局数【北陸】 

 
*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 割合が 0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。 

 

  

割合 局数 割合 局数
陸上・自営(主に公共分野) 0.01% 1 航空・その他 0.00% 0
陸上・自営(公共分野以外) 0.00% 0 その他・その他 0.00% 0
海上・測位 0.00% 0
*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 割合が0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。

陸上・その他

80.7%(6,380局)

海上・船舶通信

18.6%(1,470局)

海上・その他

0.5%(42局)

陸上・放送事業

0.1%(9局)

0.1%以下のシステム（*１）

0.0%(1局)
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目的別に見ると、アマチュア業務用が 68.2%を占め、次いで、一般業務用が 31.1%

を占めており、これら 2 つの業務で全体の 99.3%を占めている（図表－陸－３－

２）。 

 

図表－陸－３－２ 無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）【北陸】 

 

*1 基幹放送用（BBC）、電気通信業務用（CCC）、実験試験用（EXP）、簡易無線業務用（CRA）、一般放送用（GBC）

は該当する無線局が存在しない。 

*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 0.05%未満については 0.0%と表示している。 

 

  

目的コード 割合 局数
アマチュア業務用（ATC） 68.2% 6,379
一般業務用（GEN） 31.1% 2,911
公共業務用（PUB） 0.5% 49
放送事業用（BCS） 0.1% 11
基幹放送用（BBC） 0.0% 0
電気通信業務用（CCC） 0.0% 0
実験試験用（EXP） 0.0% 0
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0
一般放送用（GBC） 0.0% 0

*1 基幹放送用（BBC）、電気通信業務用（CCC）、実験試験用（EXP）、簡易無線業務用（CRA）、一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。
*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 0.05%未満については0.0%と表示している

アマチュア業務用（ATC）, 
68.2%

一般業務用
（GEN）, 31.1%

公共業務用（PUB）, 0.5%

放送事業用（BCS）, 0.1%
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各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 23

年度調査時から減少している。この傾向は、沖縄総合事務所を除いて全国的に同様

である（図表－陸－３－３の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－３－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 
* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（22,523 局）、東北（28,318 局）、関東（66,158 局）、信越（10,668 局）、北陸（7,773 局）、 

東海（32,586 局）、近畿（34,957 局）、中国（19,632 局）、四国（13,446 局）、九州（35,467 局）、 

沖縄（2,190 局） 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 26,730 33,870 69,757 11,999 9,062 37,706 40,365 23,998 15,172 40,894 2,061

平成26年度 24,029 29,953 67,456 11,093 8,361 34,702 37,333 21,288 14,055 37,862 2,010

平成29年度 23,601 28,839 68,419 10,692 7,902 33,026 35,380 19,891 13,580 36,001 2,197

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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アマチュア局を除いた場合の各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度

及び平成 26 年度と同じ集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をする

と、北陸局においては平成 23 年度調査時から減少している。この傾向は、沖縄総合

事務所を除いて全国的に同様である（図表－陸－３－４の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－３－４ 無線局数の推移（各総合通信局等の比較・アマチュア局を除く） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（6,121 局）、東北（4,600 局）、関東（4,649 局）、信越（665 局）、北陸（1,394 局）、東海（4,720

局）、近畿（5,088 局）、中国（3,326 局）、四国（4,341 局）、九州（9,362 局）、沖縄（1,211 局） 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 6,840 5,909 5,137 847 1,796 5,540 6,201 4,515 5,146 11,221 990

平成26年度 6,481 4,731 4,833 736 1,580 5,094 5,766 3,833 4,678 10,255 1,015

平成29年度 7,199 5,121 6,910 689 1,523 5,160 5,511 3,585 4,475 9,896 1,218

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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 周波数に係る評価 

本周波数帯は、一般業務用としては主として漁業用無線に利用される帯域であ

り、その局数は減少傾向にあるが、漁業の安全操業に漁業用無線は必要不可欠であ

るため、今後も一定の需要が見込まれる。 

本周波数帯では、WRC-12 の結果により、海洋レーダーに国際分配がされたことを

受け、周波数を国内分配した。 

 

 電波利用システムに係る評価 

本周波数帯は、漁業用無線等の船舶通信システムに利用されるとともに、依然と

してアマチュア無線にも広く利用されている。 

 

 総合評価 

本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は減少傾向にあるものの、船

舶通信システム等の重要な電波利用システム、またアマチュア無線にも広く利用さ

れていることから判断すると適切に利用されていると認められる。 
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 50MHz 超 222MHz 以下 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

＜無線局免許等を要する電波利用システム＞ 

電波利用システムグループ名 （参考）主な電波利用システム 

陸上・防災 防災無線、県防災端末系無線、市町村防災用同報無線 等 

陸上・自営(主に公共分野) 消防用無線、救急医療用無線、気象用無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 一般業務用無線、非常警報用無線、テレメーター用無線 等 

陸上・電気通信業務 電気通信業務用無線 

陸上・放送 FM 放送、FM 多重放送、V-Low マルチメディア放送 

陸上・放送事業 放送連絡用無線、放送中継用無線、放送素材伝送用無線 等 

陸上・その他 アマチュア無線、簡易無線、デジタル簡易無線 等

海上・船舶通信 船舶無線 

海上・その他 衛星 EPIRB、船上通信設備 

航空・航空通信 航空無線、航空管制用無線、飛行援助用無線 等 

航空・測位 ILS、VOR 

その他・その他 実験試験局、その他 

* 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 
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本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・

その他」が 59.6%を占めている。次いで、「陸上・自営（主に公共分野）」が 23.0%、

「陸上・自営（公共分野以外）」が 9.5%を占め、これら 3 つのシステムで全体の

92.1%を占めている（図表－陸－４－１）。 

 

図表－陸－４－１ 無線局数の割合及び局数【北陸】 

 
*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(50MHz 超 222MHz 以下)が含まれる。 

*4 割合が 0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。 

  

割合 局数 割合 局数
陸上・電気通信業務 0.05% 18 航空・測位 0.02% 6
その他・その他（*３） 0.05% 16 衛星・電気通信業務 0.00% 0

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(50MHz超222MHz以下)が含まれる。
*4 割合が0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。

陸上・その他

59.6%(19,890局)

陸上・自営(主に公共分

野)

23.0%(7,680局)

陸上・自営(公共分野以外)

9.5%(3,184局) 陸上・防災

3.9%(1,287局)
海上・船舶通信

1.7%(581局)

航空・航空通信

0.8%(274局)

陸上・放送事業

0.7%(249局)

海上・その他

0.4%(139局)

陸上・放送

0.2%(73局)

0.1%以下のシステム（*１）

0.1%(40局)
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目的別に見ると、アマチュア業務用が 47.8%を占め、次いで、公共業務用が

25.2%、一般業務用が 15.6%を占めており、これら 3 つの業務で全体の 88.6%を占め

ている（図表－陸－４－２）。 

 

図表－陸－４－２ 無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）【北陸】 

 

*1 一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。 

*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 0.05%未満については 0.0%と表示している。 

  

目的コード 割合 局数
アマチュア業務用（ATC） 47.8% 16,446

公共業務用（PUB） 25.2% 8,658
一般業務用（GEN） 15.6% 5,355
簡易無線業務用（CRA） 10.0% 3,441

放送事業用（BCS） 1.2% 407
基幹放送用（BBC） 0.2% 73
電気通信業務用（CCC） 0.1% 26
実験試験用（EXP） 0.0% 16

一般放送用（GBC） 0.0% 0

*1 一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。
*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 0.05%未満については0.0%と表示している

アマチュア業務用（ATC）, 

47.8%

公共業務用（PUB）, 

25.2%

一般業務用（GEN）, 15.6%

簡易無線業務用（CRA）, 10.0%

放送事業用（BCS）, 1.2%

基幹放送用（BBC）, 0.2%

電気通信業務用（CCC）, 0.1%

実験試験用（EXP）, 0.0%

3-5-34



   

各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 23

年度調査時から減少している。この傾向は、全国的に同様である（図表－陸－４－

３の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－４－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（90,792 局）、東北（103,296 局）、関東（224,537 局）、信越（50,877 局）、北陸（27,087 局）、 

東海（105,874 局）、近畿（99,733 局）、中国（62,438 局）、四国（43,622 局）、九州（86,752 局）、 

沖縄（7,784 局） 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 107,942 123,660 244,735 63,033 33,567 124,786 118,283 77,873 53,447 105,679 8,971

平成26年度 100,269 113,858 241,773 58,633 31,180 119,091 114,639 70,606 50,102 99,491 8,718

平成29年度 110,838 129,392 292,484 61,405 33,397 136,183 131,923 80,655 54,307 115,321 9,069

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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アマチュア局を除いた場合の各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度

及び平成 26 年度と同じ集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をする

と、北陸局においては平成 23 年度調査時から減少している。この傾向は、全国的に

同様である（図表－陸－４－４の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－４－４ 無線局数の推移（各総合通信局等の比較・アマチュア局を除く） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（52,033 局）、東北（58,684 局）、関東（108,629 局）、信越（33,341 局）、北陸（16,526 局）、 

東海（50,438 局）、近畿（50,056 局）、中国（35,409 局）、四国（24,495 局）、九州（50,538 局）、 

沖縄（53,90 局） 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 67,404 79,481 127,466 44,548 21,812 65,581 66,303 47,307 34,076 66,204 6,439

平成26年度 61,830 71,267 126,580 41,027 20,156 62,364 63,960 42,602 31,226 62,194 6,259

平成29年度 55,132 61,845 114,352 34,210 16,951 53,438 53,176 38,472 26,675 54,652 5,819

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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災害・故障時等の対策実施状況については、水防道路用無線、電気事業用無線、

電気通信業務用無線及び災害対策・水防用無線が、全ての対策（地震対策、火災対

策、津波・水害対策及び故障対策）において、他のシステムに比べて高い割合で実

施されている。一方、道路管理用無線、ガス事業用無線及び列車無線は、地震対策

及び津波・水害対策が講じられていない割合が高い。 

休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況については、水防道路用

無線、電気通信業務用無線及び災害対策・水防用無線で全て復旧体制が整備されて

いる。一方、道路管理用無線は全く復旧体制が整備されていない（図表－陸－４－

５、図表－陸－４－６）。 

 

図表－陸－４－５ 災害・故障時等の対策実施状況 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 地震対策：耐震補強等、火災対策：消火設備、津波・水害対策：中層階（3 階以上）への設置や防水扉による

対策等、故障対策：代替用予備機の設置等 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

41.2% 23.5% 35.3% 41.2% 11.8% 47.1% 41.2% 23.5% 35.3% 11.8% 23.5% 64.7% 37.5% 0.0% 62.5%

40.0% 0.0% 60.0% 60.0% 0.0% 40.0% 40.0% 10.0% 50.0% 10.0% 10.0% 80.0% 66.7% 0.0% 33.3%

- - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

16.7% 8.3% 75.0% 50.0% 25.0% 25.0% 8.3% 16.7% 75.0% 33.3% 16.7% 50.0% 54.5% 0.0% 45.5%

70.0% 10.0% 20.0% 90.0% 10.0% 0.0% 0.0% 80.0% 20.0% 50.0% 30.0% 20.0% 80.0% 0.0% 20.0%

12.5% 18.8% 68.8% 31.3% 37.5% 31.3% 6.3% 0.0% 93.8% 25.0% 6.3% 68.8% 36.4% 45.5% 18.2%

37.2% 22.3% 40.5% 37.2% 32.2% 30.6% 14.9% 33.9% 51.2% 23.1% 24.8% 52.1% 55.2% 17.1% 27.6%

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

復旧体制整備状況

防災無線

道路管理用無線

公共業務用無線

ガス事業用無線

電気事業用無線

列車無線

県防災端末系無線

故障対策地震対策

災害対策・水防用無線

火災対策 津波・水害対策

市町村防災用無線

消防用無線

市町村防災用同報無線

その他の防災無線

水防道路用無線

電気通信業務用無線

公共ブロードバンド
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図表－陸－４－６ 災害・故障時等の対策実施状況（内訳）【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 地震対策：耐震補強等、火災対策：消火設備、津波・水害対策：中層階（3 階以上）への設置や防水扉による

対策等、故障対策：代替用予備機の設置等 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

41.2% 23.5% 35.3% 41.2% 11.8% 47.1% 41.2% 23.5% 35.3% 11.8% 23.5% 64.7% 37.5% 0.0% 62.5%

- - - - - - - - - - - - - - -

40.0% 0.0% 60.0% 60.0% 0.0% 40.0% 40.0% 10.0% 50.0% 10.0% 10.0% 80.0% 66.7% 0.0% 33.3%

- - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

18.2% 9.1% 72.7% 54.5% 27.3% 18.2% 9.1% 18.2% 72.7% 27.3% 18.2% 54.5% 50.0% 0.0% 50.0%

66.7% 33.3% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

50.0% 0.0% 50.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0%

66.7% 0.0% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 0.0% 33.3%

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

13.3% 13.3% 73.3% 26.7% 40.0% 33.3% 6.7% 0.0% 93.3% 20.0% 6.7% 73.3% 40.0% 40.0% 20.0%

50.0% 25.0% 25.0% 25.0% 35.4% 39.6% 18.8% 41.7% 39.6% 16.7% 27.1% 56.3% 69.0% 7.1% 23.8%

75.0% 25.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 75.0% 25.0% 0.0% 75.0% 0.0% 25.0%

37.5% 12.5% 50.0% 62.5% 0.0% 37.5% 0.0% 12.5% 87.5% 50.0% 12.5% 37.5% 71.4% 14.3% 14.3%

24.6% 21.3% 54.1% 42.6% 32.8% 24.6% 14.8% 26.2% 59.0% 21.3% 24.6% 54.1% 40.4% 26.9% 32.7%

電気通信業務用無線(固定局)60MHz 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局) - - - - - - - - - - - - - - -

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局) - - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)150MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

県防災端末系無線(固定局)150MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用無線(固定局)150MHz

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz

その他の防災無線(固定局)150MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz

消防用無線(固定局)60MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

復旧体制整備状況故障対策

防災無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

津波・水害対策
第３周波数帯

地震対策 火災対策

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz
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災害・故障時等の対策実施状況を災害別に見ると、地震対策については、水防道

路用無線、電気通信業務用無線及び災害対策・水防用無線で全ての無線局について

対策が実施されている。一方、その他の防災無線、ガス事業用無線、列車無線及び

道路管理用無線は地震対策が実施されていないものが半数を超えている。今後必要

な措置が講じられることが望ましい（図表－陸－４－７）。 

 

図表－陸－４－７ 地震対策の有無 

   

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

100.0%

100.0%

70.0%

50.0%

41.2%

40.0%

37.2%

16.7%

12.5%

10.0%

23.5%

22.3%

8.3%

18.8%

20.0%

50.0%

35.3%

60.0%

40.5%

75.0%

68.8%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

水防道路用無線

電気通信業務用無線

災害対策・水防用無線

電気事業用無線

市町村防災用無線

市町村防災用同報無線

その他の防災無線

公共業務用無線

ガス事業用無線

列車無線

道路管理用無線

防災無線

県防災端末系無線

消防用無線

公共ブロードバンド

当該システムの全ての無線局について対策が実施されている 当該システムの一部の無線局について対策が実施されている
対策が実施されていない

該当無線局が存在しない。
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津波・水害対策については、地震対策と同様に電気通信業務用無線で全ての無線

局について対策が実施されている。一方、公共業務用無線、ガス事業用無線、列車

無線及び道路管理用無線は、津波・水害対策が実施されていないものが半数を超え

ている。今後必要な措置が講じられることが望ましい（図表－陸－４－８）。 

 

図表－陸－４－８ 津波・水害対策の有無  

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

100.0%

50.0%

41.2%

40.0%

14.9%

8.3%

6.3%

50.0%

23.5%

10.0%

33.9%

16.7%

100.0%

100.0%

80.0%

35.3%

50.0%

51.2%

75.0%

93.8%

20.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

電気通信業務用無線

市町村防災用無線

市町村防災用同報無線

その他の防災無線

公共業務用無線

ガス事業用無線

列車無線

水防道路用無線

災害対策・水防用無線

電気事業用無線

道路管理用無線

防災無線

県防災端末系無線

消防用無線

公共ブロードバンド

当該システムの全ての無線局について対策が実施されている 当該システムの一部の無線局について対策が実施されている

対策が実施されていない

該当無線局が存在しない。
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予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間については、水防道路用無

線、電気事業用無線、電気通信業務用無線及び災害対策・水防用無線が、全ての無

線局で予備電源を保有し、電気事業用無線を除き、24 時間以上の予備電源の運用が

可能となっている（図表－陸－４－９）。 

 

図表－陸－４－９ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を母数

とし、その内訳を表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

全ての無線局で保有 一部の無線局で保有 保有していない 24時間以上 12時間以上24時間未満 12時間未満

防災無線 - - - - - -

県防災端末系無線 - - - - - -

市町村防災用無線 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

市町村防災用同報無線 70.6% 17.6% 11.8% 46.7% 13.3% 40.0%

その他の防災無線 70.0% 10.0% 20.0% 50.0% 0.0% 50.0%

消防用無線 - - - - - -

水防道路用無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

道路管理用無線 0.0% 0.0% 100.0% - - -

ガス事業用無線 50.0% 25.0% 25.0% 11.1% 11.1% 77.8%

電気事業用無線 100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

列車無線 25.0% 43.8% 31.3% 9.1% 0.0% 90.9%

公共業務用無線 58.7% 20.7% 20.7% 46.9% 6.3% 46.9%

電気通信業務用無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

公共ブロードバンド - - - - - -

災害対策・水防用無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

予備電源の有無 予備電源の最大運用可能時間（*4）
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システム別に見ると、防災系システムにおいては、一部も含め予備電源を備えて

いる割合が 8 割以上と高く、その運用可能時間も 24 時間以上となっているものが約

半数となっている（図表－陸－４－１０－１）。 

 

図表－陸－４－１０－１ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。  

50.0%

70.6%

70.0%

50.0%

17.6%

10.0%

11.8%

20.0%

50.0%

46.7%

50.0%

13.3%

50.0%

40.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て
一部
無し
24時間以上
12時間以上24時間未満
12時間未満

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz

予備電源の有無

具体的な時間

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz
予備電源の有無

具体的な時間

県防災端末系無線(固定局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

市町村防災用無線(固定局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

その他の防災無線(固定局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

消防用無線(固定局)60MHz
予備電源の有無

具体的な時間

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局が存在しない。
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水防道路用、道路管理用及び公共業務用のシステムにおいては、水防道路用無線

は全ての無線局で予備電源を保有し、24 時間以上の運用が可能となっている。公共

業務用無線は 150MHz 帯のシステムに比べて 60MHz 帯のシステムのほうが予備電源を

保有している割合が高く、24 時間以上の運用可能な割合も高くなっている。道路管

理用無線は、予備電源を全く備え付けていない。今後必要な措置が講じられること

が望ましい（図表－陸－４－１０－２）。 

 

図表－陸－４－１０－２ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。 

*4 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

79.2%

75.0%

50.0%

42.6%

12.5%

25.0%

29.5%

100.0%

8.3%

50.0%

27.9%

100.0%

63.6%

75.0%

31.8%

6.8%

25.0%

4.5%

29.5%

100.0%

63.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て
一部
無し
24時間以上
12時間以上24時間未満
12時間未満

道路管理用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上

移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地

局)

公共業務用無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸

上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地

局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

該当無線局が存在しない。道路管理用無線(固定局)150MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯

局)

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局は存在するが、予備電源は保有していない。
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ガス事業用、電気事業用、列車無線、電気通信業務及び災害対策水防用のシステ

ムにおいては、電気事業用無線は周波数、局種によらず全ての無線局が予備電源を

保有しているが、150MHz 帯のシステムに比べて 60MHz 帯のシステムの方が 24 時間

以上の運用可能な割合が高くなっている。災害対策・水防用無線及び電気通信業務

用無線は全ての無線局が予備電源を保有し、24 時間以上の運用が可能となってい

る。 

ガス事業用無線は固定局が全ての無線局で予備電源を保有しているものの、基地

局・携帯基地局の 4 分の 1 しか予備電源を保有しておらず、24 時間以上の運用可能

な予備電源を備え付けている割合も上記システムに比べて低くなっている。 

列車無線は固定局が全く予備電源を保有しておらず、基地局・携帯基地局も予備

電源を保有している割合が他のシステムに比べて圧倒的に低い。今後必要な措置が

講じられることが望ましい（図表－陸－４－１０－３）。 
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図表－陸－４－１０－３ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。 

  

100.0%

45.5%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

26.7%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

27.3%

46.7%

27.3%

100.0%

26.7%

12.5%

66.7%

100.0%

33.3%

9.1%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

12.5%

100.0%

75.0%

33.3%

100.0%

66.7%

90.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て
一部
無し
24時間以上
12時間以上24時間未満
12時間未満

ガス事業用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地

局)60MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

電気事業用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

予備電源の有無

具体的な時間

列車無線(固定局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz
予備電源の有無

具体的な時間

電気通信業務用無線(固定局)60MHz
予備電源の有無

具体的な時間

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz
予備電源の有無

具体的な時間

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地

局)60MHz

予備電源の有無

具体的な時間

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地

局)150MHz

予備電源の有無

具体的な時間

ガス事業用無線(固定局)60MHz

予備電源の有無

具体的な時間

列車無線(固定局)60MHz

予備電源の有無

具体的な時間

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、予備電源を保有していない。
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デジタル技術の導入予定については「導入予定なし」とする回答率が高い。ただ

し、「公共業務用無線（固定局）60MHz」及び「災害対策・水防用無線（基地局・携

帯基地局）150MHz」でデジタル方式の導入に前向きな傾向がうかがえる（図表－陸

－４－１１）。 

 

図表－陸－４－１１ デジタル技術(又はナロー化技術)の導入予定【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

50.0%

33.3%

14.7%

12.5%

8.3%

33.3%

1.5%

8.3%

33.3%

8.8%

25.0%

6.7%

2.1%

22.1%

12.5%

50.0%

13.3%

100.0%

50.0%

31.3%

52.9%

75.0%

25.0%

80.0%

50.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継

局)150MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

導入済み・導入中

3年以内に導入予定

3年超に導入予定

将来新しいデジタルシステムについて提示されれば導入を検討予定

導入予定なし

該当無線局が存在しない。
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今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画では、多くの電波利用シ

ステムが無線局数、通信量ともに増減予定なしと回答している。ただし、「災害対

策・水防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz」は無線局数が減少していく予定と

なっている（図表－陸－４－１２）。 

 

図表－陸－４－１２ 今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 全て 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*5 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

50%未満
50%以上100%

未満
100%以上 50%未満

50%以上100%
未満

100%以上

防災無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - -

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz - - - - - - - - - -

水防道路用無線(固定局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz - - - - - - - - - -

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - - - - -

道路管理用無線(固定局)150MHz - - - - - - - - - -

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ガス事業用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - -

ガス事業用無線(固定局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

電気事業用無線(固定局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

電気事業用無線(固定局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

列車無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - -

列車無線(固定局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

公共業務用無線(固定局)60MHz 10.4% 10.4% 0.0% 0.0% 79.2% 8.3% 4.2% 0.0% 2.1% 85.4%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

公共業務用無線(固定局)150MHz 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 87.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz 4.9% 0.0% 1.6% 0.0% 93.4% 6.6% 0.0% 0.0% 0.0% 93.4%

一般業務用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - -

一般業務用無線(固定局)150MHz - - - - - - - - - -

非常警報用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - -

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

電気通信業務用無線(固定局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局) - - - - - - - - - -

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局) - - - - - - - - - -

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

増加予定

増減予定なし

通信量の増減無線局数の増減

減少予定 増減予定なし 減少予定

増加予定
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無線局数の減少理由の主たる回答として、無線局数の減少として割合の高かった「災

害対策・水防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz」は「その他」となっており、正確

な理由は明らかになっていない。一方、「公共業務用無線（固定局）60MHz」は「他機器

で代替可能」及び「廃止予定」と回答しているのに対し、「公共業務用無線（基地局・

携帯基地局・陸上移動中継局）150MHz」は「その他」が 3 分の 1 を占めている（図表－

陸－４－１３）。 

 

図表－陸－４－１３ 無線局数減少理由【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔減少予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

40.0%

33.3%

60.0%

33.3% 33.3%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

他機器で代替可能 他周波数を利用予定 廃止予定 その他

該当無線局は存在するが、減少予定の無線局は無い。

該当無線局が存在しない。
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無線局の減少による他の機器への代替については、「公共業務用無線（固定局）

60MHz」は半数が「MCA 陸上移動通信」と回答しており、「公共業務用無線（基地

局・携帯基地局・陸上移動中継局）150MHz」は全て「IP 無線」への代替と回答して

いる（図表－陸－４－１４）。 

 

図表－陸－４－１４ 無線局の減少による他の機器への代替【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【無線局数減少理由】で〔他機器で代替可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

50.0%

100.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

MCA 陸上移動通信 IP 無線 携帯電話・PHS 簡易無線 その他

該当無線局は存在するが、代替可能な無線局は無い。

該当無線局が存在しない。
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無線局増加の理由については、60MHz 帯の公共業務用無線は「新規導入予定」、150MHz

帯の公共業務用無線は「人員増加・業務拡大予定」となっている（図表－陸－４－１

５）。 

 

図表－陸－４－１５ 無線局数増加理由【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔増加予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

既存無線局から移行予定 新規導入予定 人員増加・業務拡大予定 その他

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、増加予定の無線局は無い。
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通信量の減少理由の主たる回答としては、公共業務用無線全体で「他機器で代替

可能」が半数を占め、次いで、「廃止予定」となっている（図表－陸－４－１６）。 

 

図表－陸－４－１６ 通信量減少理由【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔減少予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

50.0%

50.0%

50.0%

25.0% 25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

他機器で代替可能 他周波数を利用予定 廃止予定 その他

該当無線局は存在するが、減少予定の無線局は無い。

該当無線局が存在しない。
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通信量の減少による他の機器への代替については、「公共業務用無線（固定局）

60MHz」は半数が「MCA 陸上移動通信」と回答しており、「公共業務用無線（基地

局・携帯基地局・陸上移動中継局）150MHz」は「IP 無線」及び「携帯電話・PHS」

への代替と回答している（図表－陸－４－１７）。 

 

図表－陸－４－１７ 通信量の減少による他の機器への代替【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【通信量減少理由】で〔他機器で代替可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

  

50.0%

50.0% 50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

MCA 陸上移動通信 IP 無線 携帯電話・PHS 簡易無線 その他

該当無線局は存在するが、代替可能な無線局は無い。

該当無線局が存在しない。
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通信量増加の理由については、「公共業務用無線（固定局）60MHz」は「新規導入

予定」が全体の 3 分の 2 を占め、残りが「人員増加・業務拡大予定」となっている

（図表－陸－４－１８）。 

 

図表－陸－４－１８ 通信量増加理由【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔増加予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

  

66.7% 33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

列車無線(基地局・携帯基地局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

公共ブロードバンド(基地局、携帯基地局)

公共ブロードバンド(陸上移動局、携帯局)

既存無線局から移行予定 新規導入予定 人員増加・業務拡大予定 その他

該当無線局は存在するが、通信量増加予定のある無線局は存在しない。

該当無線局が存在しない。
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本周波数区分を利用する電波利用システムについて、他の周波数帯への移行・他

の電気通信手段への代替可能性・代替時期について評価を行った。 

他の周波数帯への移行可能性については、ほとんどの電波利用システムで将来移

行可能な周波数帯が提示されれば「今後検討」すると回答している。他の電気通信

手段への代替可能性については、「電気通信業務用無線（固定局）60MHz」を除くほ

とんどの電波利用システムにおいて、他の電気通信手段への「代替は困難」と回答

している（図表－陸－４－１９、図表－陸－４－２０）。 

 

図表－陸－４－１９ 他の周波数帯への移行可能性【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

12.5%

4.9% 6.6%

87.5%

88.5%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

全部可能 一部可能 今後検討

該当無線局が存在しない。
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図表－陸－４－２０ 他の電気通信手段への代替可能性【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

 

次頁以降に、代替可能なシステムについては「代替完了予定時期」、代替困難なシ

ステムについては「代替困難な理由」を記載する。 

  

100.0%

10.4%

3.3%

2.1%

9.8%

87.5%

86.9%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(固定局)60MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

全部可能 一部可能 代替困難

該当無線局が存在しない。
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他の電気通信手段への代替完了予定時期については、全て代替可能と回答した

「電気通信業務用無線（固定局）60MHz」が全て「今後検討」としており、代替完了

予定時期は明確になっていない。約 1 割が全て代替可能と回答した「公共業務用無

線（固定局）60MHz」は約 3 割が 3 年以内に代替完了予定としている。一部を含め約

1 割が代替可能と回答した「公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継

局）150MHz」は 4 分の 1 が 1 年以内に代替完了予定としている（図表－陸－４－２

１）。 

 

図表－陸－４－２１ 他の電気通信手段への代替完了予定時期【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【他の電気通信手段（携帯電話・有線系を含む）への代替可能性】で〔全て代替可能〕又は〔一部代替可能〕

を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

25.0%

16.7% 16.7%

75.0%

66.7%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz

公共業務用無線(固定局)60MHz

電気通信業務用無線(固定局)60MHz

水防道路用無線(固定局)60MHz

ガス事業用無線(固定局)150MHz

電気事業用無線(固定局)60MHz

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

電気事業用無線(固定局)150MHz

列車無線(固定局)150MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz

公共業務用無線(固定局)150MHz

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

防災無線(固定局)60MHz

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz

道路管理用無線(固定局)150MHz

ガス事業用無線(固定局)60MHz

列車無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)60MHz

一般業務用無線(固定局)150MHz

非常警報用無線(固定局)60MHz

1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 今後検討

該当無線局は存在するが、代替が困難である。

該当無線局が存在しない。
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他の電気通信手段への代替が困難な理由については、本周波数区分の電波を利用

する電波利用システム全体で「非常災害時における信頼性が確保できないため」と

いう回答が最も高い（図表－陸－４－２２）。 

 

図表－陸－４－２２ 他の電気通信手段への代替が困難な理由【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【他の電気通信手段（携帯電話・有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステ

ム数を母数としたデータとしている。 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*5 当設問は複数回答を可としている。 

*6 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*7 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

防災無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

防災無線(基地局・携帯基地局)60MHz - - - - - - - - - - - -

水防道路用無線(固定局)60MHz 50.0% 1 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)60MHz - - - - - - - - - - - -

道路管理用無線(固定局)150MHz - - - - - - - - - - - -

ガス事業用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

ガス事業用無線(固定局)150MHz 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

電気事業用無線(固定局)60MHz 42.9% 3 0.0% 0 0.0% 0 42.9% 3 0.0% 0 14.3% 1

電気事業用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 40.0% 2 0.0% 0 0.0% 0 40.0% 2 0.0% 0 20.0% 1

電気事業用無線(固定局)150MHz 50.0% 2 25.0% 1 0.0% 0 25.0% 1 0.0% 0 0.0% 0

列車無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

列車無線(固定局)150MHz 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

公共業務用無線(固定局)60MHz 33.8% 25 27.0% 20 10.8% 8 6.8% 5 20.3% 15 1.4% 1

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)60MHz 50.0% 4 0.0% 0 12.5% 1 25.0% 2 0.0% 0 12.5% 1

公共業務用無線(固定局)150MHz 36.4% 4 36.4% 4 9.1% 1 9.1% 1 9.1% 1 0.0% 0

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)150MHz 44.6% 41 17.4% 16 12.0% 11 4.3% 4 13.0% 12 8.7% 8

一般業務用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

一般業務用無線(固定局)150MHz - - - - - - - - - - - -

非常警報用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

テレメーター用無線(固定局)60MHz、70MHz、150MHz 0.0% 0 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0

電気通信業務用無線(固定局)60MHz - - - - - - - - - - - -

災害対策・水防用無線(固定局)60MHz 50.0% 1 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)60MHz 50.0% 1 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

その他
非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能な手段
（携帯電話・有線系を含
む）が提供されていない

ため
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防災系システムのシステム別移行・代替・廃止計画の有無については、「市町村防

災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz」は半数が全ての無線局について計画あり

と「市町村防災用同報無線（固定局）60MHz」は一部の無線局も含めると半数以上が

計画ありと回答している（図表－陸－４－２３）。 

 

図表－陸－４－２３ システム別移行・代替・廃止計画の有無【北陸】 

 
* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

 

次頁以降に、「全ての無線局について計画あり」又は「一部の無線局について計画

あり」とするシステムの「システム別移行・代替・廃止の実施予定（全て／一部）」

「システム別移行の完了予定時期」、「システム別代替の完了予定時期」、「システム

別廃止の完了予定時期」及び「システム別移行・代替・廃止の手段」を記載する。 

 

  

50.0%

47.1% 5.9%

50.0%

47.1%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz

その他の防災無線(固定局)150MHz

市町村防災用無線(固定局)150MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz

消防用無線(固定局)60MHz

県防災端末系無線(固定局)150MHz

全ての無線局について計画あり 一部の無線局について計画あり 今後検討予定

該当無線局が存在しない。
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市町村防災用無線のうち、全ての無線局に計画ありとしたものについて、計画の

内容を見ると、「市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz」は代替・廃止せ

ずに「全て移行」する予定となっている。また、「市町村防災用同報無線（固定局）

60MHz」は約 9 割を代替・廃止せずに「全て移行」、残りを「全て廃止」する予定と

なっている（図表－陸－４－２４）。 

 

図表－陸－４－２４ システム別移行・代替・廃止の実施予定 

（全ての無線局について計画あり）【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 全て〔-〕と表示されているシステムは、該当システムは存在するが移行・代替・廃止の実施予定は無い、も

しくは該当システムが存在しないことを示している。 

*4 システムごとに最大の割合を示す値を強調して表記している。 

 

 

市町村防災用無線のうち、一部の無線局に計画ありとしたものについて、計画の

内容を見ると、「市町村防災用同報無線（固定局）60MHz」は代替・廃止せずに「一

部移行」する予定となっている（図表－陸－４－２５）。 

 

図表－陸－４－２５ システム別移行・代替・廃止の実施予定 

（一部の無線局について計画あり）【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 全て〔-〕と表示されているシステムは、該当システムは存在するが移行・代替・廃止の実施予定は無い、も

しくは該当システムが存在しないことを示している。 

*4 システムごとに最大の割合を示す値を強調して表記している。 

 

  

全て移行
（代替・廃止予定なし）

全て代替
（移行・廃止予定なし）

全て廃止
（移行・代替予定なし）

一部移行・代替
（廃止予定なし）

一部移行・廃止
（代替予定なし）

一部代替・廃止
（移行予定なし）

移行・代替・廃止
それぞれあり

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz 100.0% - - - - - -

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz 87.5% - 12.5% - - - -

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - -

その他の防災無線(固定局)150MHz - - - - - - -

県防災端末系無線(固定局)150MHz - - - - - - -

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - -

市町村防災用無線(固定局)150MHz - - - - - - -

消防用無線(固定局)60MHz - - - - - - -

一部移行
（代替・廃止予定なし）

一部代替
（移行・廃止予定なし）

一部廃止
（移行・代替予定なし）

一部移行・代替
（廃止予定なし）

一部移行・廃止
（代替予定なし）

一部代替・廃止
（移行予定なし）

移行・代替・廃止
それぞれあり

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz 100.0% - - - - - -

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - -

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - -

その他の防災無線(固定局)150MHz - - - - - - -

県防災端末系無線(固定局)150MHz - - - - - - -

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz - - - - - - -

市町村防災用無線(固定局)150MHz - - - - - - -

消防用無線(固定局)60MHz - - - - - - -
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市町村防災用無線のうち、移行完了時期を設定している 60MHz 帯固定局について

は、約 8 割が平成 34 年度中に移行完了予定となっている。なお、150MHz 帯基地

局・携帯基地局については、移行計画はあるものについても、移行完了時期が定ま

っていない（図表－陸－４－２６）。 

 

図表－陸－４－２６ システム別移行の完了予定時期【北陸】  

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 移行実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。 

 

 

代替実施予定のあるシステムは、北陸局管内において存在しないため、代替完了

予定時期についての評価は実施しない。 

 

  

市町村防災用無線

(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用同報無線

(固定局)60MHz

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

* 移行実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。
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60MHz 帯の市町村防災用無線のうち廃止完了時期を設定している固定局について

は、平成 29 年度中に廃止完了予定となっており、予定どおり廃止完了している（図

表－陸－４－２７）。 

 

図表－陸－４－２７ システム別廃止の完了予定時期【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 廃止実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。 

 

市町村防災用無線の移行・代替・廃止の手段については、150MHz 帯基地局・携帯

基地局が全て「260MHz 帯のデジタル無線に移行」と、60MHz 帯固定局の 3 分の 2 が

「60MHz 帯のデジタル無線へ移行」と回答している（図表－陸－４－２８）。 

 

図表－陸－４－２８ システム別移行・代替・廃止の手段【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが、移行・代替・廃止の計画は無いことを示してい

る。 

*4 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

市町村防災用同報無線

(固定局)60MHz

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

* 廃止実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

11.1% 1 66.7% 6 11.1% 1 0.0% 0 0.0% 0 11.1% 1

- - - - - - - - - - - -消防用無線(固定局)60MHz

他の無線システムへの移行・
代替は行わず廃止

その他

県防災端末系無線(固定局)150MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用無線(固定局)150MHz

260 MHz帯のデジタル無線へ
移行

60 MHz帯のデジタル無線へ
移行

MCA 陸上移動通信へ代替
電気通信事業者が提供する
移動無線サービスへ代替

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)150MHz

市町村防災用同報無線(固定局)60MHz

その他の防災無線(固定局)150MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)150MHz
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 周波数に係る評価 

本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は、平成 26 年度と比較して減

少している。これは消防用無線、防災行政無線の無線局が他の周波数帯へ移行した

ことが主な要因である。 

本周波数帯は、移動通信に適した電波伝搬特性を有するとともに非常時の信頼性

や無線設備の小型化が容易であることから、今後も一定の需要が見込まれる。 

ドローンを含むロボットの電波利用ニーズの高度化に対応するため、無人移動体

画像伝送システムとして平成 28 年 8 月に制度整備を実施し、169MHz 帯における追

加割当を行った。 

 

 電波利用システムに係る評価 

150MHz 帯アナログ方式の移動系防災無線については、周波数を有効利用するため

に 260MHz 帯デジタル方式への移行を進めているところである。現在使用しているア

ナログ方式の移動系防災無線について今後の移行・代替・廃止を計画している時期

について調査した結果は、全て 260MHz 帯デジタル方式へ移行する計画はあるもの

の、移行完了時期が定まっていない。公共業務用無線については、業務の性質上、

通信内容の秘匿性確保が必要とされることや、今後、アナログ方式の需要減少によ

って将来的に機器の更新が困難となることが想定されること等を踏まえるとデジタ

ル方式へ移行することが望ましい。 

 

 総合評価 

本周波数帯は消防用無線、防災行政無線、公共分野の自営通信、船舶通信システ

ム、航空通信システム、FM 放送等の多様で重要な電波利用システムに利用されてい

るとともに、アマチュア無線や簡易無線等にも広く利用されている。 

無線局数は減少傾向であるが、これらの電波利用システムの重要性から判断する

と適切に利用されていると認められる。 

本周波数帯を使用する自営通信について、アナログ方式を使用している無線機器

は、周波数の有効利用を図る観点や今後アナログ方式の需要減少によって将来的に

機器の更新が困難となることが想定されることから、デジタル化や狭帯域化（ナロ

ー化）していくことが望ましい。 
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 222MHz 超 335.4MHz 以下 

 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

＜無線局免許等を要する電波利用システム＞ 

電波利用システムグループ名 （参考）主な電波利用システム 

陸上・防災 県防災用デジタル無線、市町村防災用デジタル無線 

陸上・自営(主に公共分野) 消防用デジタル無線、公共業務用無線 

航空・航空通信 航空無線、航空管制用無線、航空機製造修理事業用無線 等 

航空・測位 ILS 

その他・その他 実験試験局、その他 

* 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・

自営（主に公共分野）」が 65.3%と高い割合を占めている。次いで、「陸上・防災」

が 34.3%を占め、これら 2 つのシステムで全体の 99.6%を占めている（図表－陸－５

－１）。 

 

図表－陸－５－１ 無線局数の割合及び局数【北陸】 

 

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(222MHz 超 335.4MHz 以下)が含まれる。 

*4 割合が 0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。 

 

  

割合 局数 割合 局数
航空・測位 0.04% 2 海上・測位 0.00% 0
陸上・電気通信業務 0.00% 0

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(222MHz超335.4MHz以下)が含まれる。
*4 割合が0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。

陸上・自営(主に公共分野)

65.3%(3,135局)

陸上・防災

34.3%(1,649局)

航空・航空通信

0.2%(8局)

その他・その他（*３）

0.2%(8局)

0.1%以下のシステム（*１）

0.0%(2局)
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目的別に見ると、公共業務用が 99.6%と圧倒的に多い（図表－陸－５－２）。 

 

図表－陸－５－２ 無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）【北陸】 

 

*1 基幹放送用（BBC）、電気通信業務用（CCC）、アマチュア業務用（ATC）、放送事業用（BCS）、簡易無線業務用

（CRA）、一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。 

*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 0.05%未満については 0.0%と表示している 

 

  

目的コード 割合 局数
公共業務用（PUB） 99.6% 4,797
一般業務用（GEN） 0.2% 12
実験試験用（EXP） 0.2% 8

基幹放送用（BBC） 0.0% 0
電気通信業務用（CCC） 0.0% 0
アマチュア業務用（ATC） 0.0% 0
放送事業用（BCS） 0.0% 0
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0
一般放送用（GBC） 0.0% 0

*1 基幹放送用（BBC）、電気通信業務用（CCC）、アマチュア業務用（ATC）、放送事業用（BCS）、簡易無線業務用（CRA）、一般放送用（GBC）は該当する無線局が存在しない。
*2 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 0.05%未満については0.0%と表示している

公共業務用（PUB）, 
99.6%

一般業務用（GEN）, 0.2%

実験試験用（EXP）, 0.2%
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各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 26

年度調査時から大幅に増加している。全国的にも同様に増加傾向であり、全体で無

線局数がほぼ倍増している（図表－陸－５－３の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－５－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（8,986 局）、東北（16,683 局）、関東（35,284 局）、信越（10,161 局）、北陸（4,802 局）、 

東海（24,170 局）、近畿（16,924 局）、中国（7,736 局）、四国（7,523 局）、九州（11,499 局）、 

沖縄（1,156 局）  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 1,171 1,630 11,612 2,787 784 10,974 2,451 1,212 1,135 1,371 143

平成26年度 5,075 8,381 22,219 4,820 1,681 14,225 8,105 3,888 3,383 4,399 176

平成29年度 8,986 16,685 35,584 10,161 4,802 24,225 16,972 7,734 7,523 11,552 1,156

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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 周波数に係る評価 

260MHz 帯については、150MHz 帯を使用する消防用無線や 150MHz 帯及び 400MHz 帯

を使用する防災行政無線の移行先であり、当該周波数に対する需要は今後も増加し

ていくことが予想される。260MHz 帯の周波数帯は、県防災端末系無線や市町村防災

用無線等の防災行政無線の周波数帯の移行先となっている。 

県防災用デジタル無線については、「基地局・携帯基地局」が 4 割を超え、「陸上

移動局・携帯局」が 6 割を超えており、デジタル無線の割合が増えていることがわ

かる（図表－陸－５－４）。 

260MHz 帯の周波数帯への移行状況を見ると、「基地局・携帯基地局」「陸上移動

局・携帯局」ともに、260MHz 帯のデジタル無線への移行が進んでいると考えられる

（図表－陸－５－５）。 

 

図表－陸－５－４ 県防災用デジタル無線等の整備状況【北陸】 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

図表－陸－５－５ 県防災用無線等の 260MHz への移行状況【北陸】 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

39.7%

39.2%

41.4%

60.3%

60.8%

58.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【平成23年度】

【平成26年度】

【平成29年度】

基地局・携帯基地局

デジタル無線 アナログ無線

55.4%

57.8%

62.3%

44.6%

42.2%

37.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【平成23年度】

【平成26年度】

【平成29年度】

陸上移動局・携帯局

デジタル無線 アナログ無線

39.7%

39.2%

41.4%

60.3%

60.8%

58.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【平成23年度】

【平成26年度】

【平成29年度】

基地局・携帯基地局

260MHz

の無線局
260MHz以外

の無線局

55.4%

57.8%

62.3%

44.6%

42.2%

37.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【平成23年度】

【平成26年度】

【平成29年度】

陸上移動局・携帯局

260MHz

の無線局
260MHz以外

の無線局
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市町村防災用デジタル無線については、「基地局・携帯基地局・陸上移動中継局」

が 3 分の 1 を超え、「陸上移動局・携帯局」が 6 割を超えており、平成 23 年度から

平成 29 年度にかけてデジタル無線の割合が増えていることがわかる（図表－陸－５

－６）。 

260MHz 帯の周波数帯への移行状況を見ると、「基地局・携帯基地局・陸上移動中

継局」「陸上移動局・携帯局」ともに、260MHz 帯のデジタル無線への移行が進んで

いると考えられる（図表－陸－５－７）。 

 

図表－陸－５－６ 市町村防災用デジタル無線等の整備状況【北陸】 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

図表－陸－５－７ 市町村防災用無線等の 260MHz への移行状況【北陸】 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 
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 電波利用システムに係る評価 

 本周波数帯は、150MHz 帯の消防用無線や 150MHz 帯及び 400MHz 帯の防災行政無

線の移行先である 260MHz 帯を含んでいることから、移行してきた無線局により無線

局数は増加しており、今後も増加傾向は続くと予想される。 

 

 総合評価 

本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は増加傾向にあり、防災行政

無線、消防用無線、航空無線等の多様で重要な電波利用システムに利用されている

ことから判断すると、適切に利用されているものと認められる。 
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 335.4MHz 超 714MHz 以下 

 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

＜無線局免許等を要する電波利用システム＞ 

電波利用システムグループ名 （参考）主な電波利用システム 

陸上・防災 防災無線、市町村防災用無線、防災テレメーター 等 

陸上・自営(主に公共分野) 列車無線、電気通信事業運営用無線、固定多重通信用無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) タクシー用デジタル無線、テレメーター用無線 等 

陸上・電気通信業務 電気通信業務用デジタル空港無線電話通信 等 

陸上・放送 エリア放送、デジタル TV 放送 

陸上・放送事業 放送連絡用無線 、ラジオマイク用無線 等 

陸上・その他 アマチュア無線、簡易無線、気象援助用無線 等 

海上・船舶通信 船舶無線、マリンホーン 

海上・その他 衛星 EPIRB、船上通信設備 

航空・航空通信 航空機用救命無線、航空管制用無線 等 

その他・その他 実験試験局、その他 

* 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 
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本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・

その他」が 58.6%を占めている。次いで、「陸上・自営（公共分野以外）」が 19.5%、

「陸上・自営（主に公共分野）」が 16.6%を占め、これら 3 つのシステムで 94.7%を

占めている（図表－陸－６－１）。 

 

図表－陸－６－１ 無線局数の割合及び局数【北陸】 

 

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(335.4MHz 超 714MHz 以下)が含まれる。 

*4 割合が 0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。 

 

  

割合 局数 割合 局数
航空・航空通信 0.09% 48 航空・その他 0.00% 0
その他・その他（*３） 0.03% 14 衛星・その他 0.00% 0
陸上・電気通信業務 0.01% 6

*1 「0.1%以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(335.4MHz超714MHz以下)が含まれる。
*4 割合が0.01%未満である場合は、0.00%と表示している。

陸上・その他

58.6%(30,738局)

陸上・自営(公共分野以外)

19.5%(10,197局)

陸上・自営(主に公共分

野)

16.6%(8,714局) 陸上・防災

3.3%(1,745局)

陸上・放送

0.6%(324局)

陸上・放送事業

0.6%(321局)

海上・船舶通信

0.5%(238局)

海上・その他

0.1%(78局)

0.1%以下のシステム（*１）

0.1%(68局)
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目的別に見ると、簡易無線業務用が 26.2%を占め、次いで、一般業務用が 25.9%、

公共業務用が 23.3%、アマチュア業務用が 22.8%を占めており、これら 4 つの業務で

全体の 98.2%を占めている（図表－陸－６－２）。 

 

図表－陸－６－２ 無線局数の割合及び局数（目的コード別の比較）【北陸】 

 
*1 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。 

*2 0.05%未満については 0.0%と表示している。 

 

  

目的コード 割合 局数
簡易無線業務用（CRA） 26.2% 11,680
一般業務用（GEN） 25.9% 11,557
公共業務用（PUB） 23.3% 10,389
アマチュア業務用（ATC） 22.8% 10,156
放送事業用（BCS） 0.9% 419
基幹放送用（BBC） 0.7% 312
電気通信業務用（CCC） 0.1% 50

実験試験用（EXP） 0.0% 14
一般放送用（GBC） 0.0% 12

*1 複数の目的コードを保有する無線局は、それぞれにカウントしている。
*2 0.05%未満については0.0%と表示している

簡易無線業務用

（CRA）, 26.2%

一般業務用（GEN）, 25.9%

公共業務用（PUB）, 

23.3%

アマチュア業務

用（ATC）, 22.8%

放送事業用（BCS）, 0.9%

基幹放送用（BBC）, 0.7%

電気通信業務用

（CCC）, 0.1%

実験試験用（EXP）, 0.0%

一般放送用（GBC）, 0.0%
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各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度及び平成 26 年度と同じ集計

方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をすると、北陸局においては平成 23

年度調査時から増加している。この傾向は、全国的に同様である（図表－陸－６－

３の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－６－３ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（120,026 局）、東北（169,467 局）、関東（717,066 局）、信越（77,082 局）、北陸（42,542 局）、 

東海（205,381 局）、近畿（276,573 局）、中国（109,524 局）、四国（62,844 局）、九州（156,083 局）、 

沖縄（14,354 局） 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 109,934 145,184 512,438 65,420 37,492 173,786 223,375 102,318 53,172 145,398 12,665

平成26年度 110,892 151,899 597,204 68,794 39,444 182,553 242,847 103,802 56,650 148,423 12,840

平成29年度 146,575 207,152 920,114 96,393 52,423 251,137 357,734 136,854 74,941 197,653 18,582

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000
（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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アマチュア局を除いた場合の各総合通信局における無線局数の推移を平成 23 年度

及び平成 26 年度と同じ集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数で比較をする

と、北陸局においては平成 23 年度調査時から増加している。この傾向は、全国的に

同様である（図表－陸－６－４の参考の数値で比較）。 

 

図表－陸－６－４ 無線局数の推移（各総合通信局等の比較・アマチュア局を除く） 

 

* 「平成 23 年度及び平成 26 年度の無線局数の集計方法」と「平成 29 年度の無線局数の集計方法」は異なる。詳

細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

＜参考＞ 

平成 23 年度及び平成 26 年度の集計方法で算出した平成 29 年度の無線局数は、以下の通りである。 

北海道（82,778 局）、東北（127,498 局）、関東（607,372 局）、信越（60,947 局）、北陸（32,634 局）、 

東海（153,081 局）、近畿（229,771 局）、中国（84,503 局）、四国（44,661 局）、九州（121,949 局）、 

沖縄（12,149 局） 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 70,820 103,534 399,019 47,992 26,118 116,677 173,523 73,460 34,658 107,639 10,282

平成26年度 73,712 111,558 485,898 52,177 28,768 127,948 194,171 77,413 38,508 112,669 10,527

平成29年度 108,997 164,630 807,676 79,857 42,267 197,846 309,959 111,393 56,495 162,916 16,329

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000
（無線局数）
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災害・故障時等の対策実施状況については、県防災端末系無線、マリンホーン及

び災害対策・水防用無線が、全ての対策（地震対策、火災対策、津波・水害対策及

び故障対策）において、他のシステムに比べて高い割合で実施されている。消防用

無線及び道路管理用無線は、全ての対策が実施されておらず、ガス事業用無線及び

列車無線は、地震対策及び津波・水害対策が講じられていない割合が高い。公共の

業務を遂行するために開設する無線局として、今後必要な措置を講じられることが

望ましい。 

休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況については、県防災端末

系無線及び災害対策・水防用無線で全て復旧体制が整備されている（図表－陸－６

－５、図表－陸－６－６）。 

 

図表－陸－６－５ 災害・故障時等の対策実施状況 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 地震対策：耐震補強等、火災対策：消火設備、津波・水害対策：中層階（3 階以上）への設置や防水扉による

対策等、故障対策：代替用予備機の設置等 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - - - - - - - -

60.0% 10.0% 30.0% 40.0% 20.0% 40.0% 65.0% 20.0% 15.0% 25.0% 20.0% 55.0% 75.0% 10.0% 15.0%

57.1% 14.3% 28.6% 57.1% 0.0% 42.9% 71.4% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 100.0% 71.4% 0.0% 28.6%

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% - - -

16.7% 16.7% 66.7% 16.7% 16.7% 66.7% 0.0% 0.0% 100.0% 33.3% 16.7% 50.0% 75.0% 0.0% 25.0%

9.1% 27.3% 63.6% 36.4% 27.3% 36.4% 0.0% 9.1% 90.9% 45.5% 27.3% 27.3% 77.8% 11.1% 11.1%

- - - - - - - - - - - - - - -

31.1% 26.2% 42.6% 37.7% 29.5% 32.8% 24.6% 27.9% 47.5% 27.9% 27.9% 44.3% 70.4% 18.5% 11.1%

- - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%災害対策・水防用無線

地震対策 火災対策 津波・水害対策 復旧体制整備状況故障対策

マリンホーン

県防災端末系無線

県防災端末系デジタル無線

市町村防災用無線

その他の防災無線

消防用無線

水防道路用無線

道路管理用無線

ガス事業用無線

列車無線

固定多重通信用無線

公共業務用無線

電気通信業務用移動多重無線
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図表－陸－６－６ 災害・故障時等の対策実施状況（内訳）【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 地震対策：耐震補強等、火災対策：消火設備、津波・水害対策：中層階（3 階以上）への設置や防水扉による

対策等、故障対策：代替用予備機の設置等 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*4 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

 
  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

80.0% 0.0% 20.0% 40.0% 20.0% 40.0% 40.0% 40.0% 20.0% 20.0% 40.0% 40.0% 80.0% 0.0% 20.0%

53.3% 13.3% 33.3% 40.0% 20.0% 40.0% 73.3% 13.3% 13.3% 26.7% 13.3% 60.0% 73.3% 13.3% 13.3%

- - - - - - - - - - - - - - -

57.1% 14.3% 28.6% 57.1% 0.0% 42.9% 71.4% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 100.0% 71.4% 0.0% 28.6%

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

20.0% 20.0% 60.0% 20.0% 20.0% 60.0% 0.0% 0.0% 100.0% 20.0% 20.0% 60.0% 66.7% 0.0% 33.3%

0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

10.0% 30.0% 60.0% 30.0% 30.0% 40.0% 0.0% 10.0% 90.0% 40.0% 30.0% 30.0% 75.0% 12.5% 12.5%

- - - - - - - - - - - - - - -

40.0% 13.3% 46.7% 33.3% 20.0% 46.7% 13.3% 40.0% 46.7% 26.7% 33.3% 40.0% 91.7% 0.0% 8.3%

28.3% 30.4% 41.3% 39.1% 32.6% 28.3% 28.3% 23.9% 47.8% 28.3% 26.1% 45.7% 64.3% 23.8% 11.9%

- - - - - - - - - - - - - - -

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

復旧体制整備状況

列車無線(固定局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

マリンホーン(携帯基地局)350MHz

県防災端末系無線(固定局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基地局)400MHz

市町村防災用無線(固定局)400MHz

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

その他の防災無線(固定局)400MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz

消防用無線(固定局)400MHz

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

故障対策
第５周波数帯

地震対策 火災対策 津波・水害対策
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災害・故障時等の対策実施状況を災害別に見ると、地震対策については、マリン

ホーン及び災害対策・水防用無線で全ての無線局について対策が実施されている。

消防用無線及び道路管理用無線は全く対策が実施されておらず、ガス事業用無線及

び列車無線も対策が実施されていないものが 6 割を超えている。公共の業務を遂行

するために開設する無線局として今後必要な措置を講じられることが望ましい（図

表－陸－６－７）。 

 

図表－陸－６－７ 地震対策の有無 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

100.0%

60.0%

57.1%

31.1%

16.7%

9.1%

10.0%

14.3%

26.2%

16.7%

27.3%

100.0%

30.0%

28.6%

42.6%

66.7%

63.6%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マリンホーン

災害対策・水防用無線

市町村防災用無線

その他の防災無線

公共業務用無線

ガス事業用無線

列車無線

県防災端末系無線

消防用無線

道路管理用無線

県防災端末系デジタル無線

水防道路用無線

固定多重通信用無線

電気通信業務用移動多重無線

当該システムの全ての無線局について対策が実施されている 当該システムの一部の無線局について対策が実施されている

対策が実施されていない

該当無線局が存在しない。
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津波・水害対策については、マリンホーンで全ての無線局について対策が実施さ

れている。消防用無線、道路管理用無線及びガス事業用無線は全く対策が実施され

ておらず、列車無線も対策が実施されていないものが 9 割を超えている。公共の業

務を遂行するために開設する無線局として今後必要な措置を講じられることが望ま

しい（図表－陸－６－８）。 

 

図表－陸－６－８ 津波・水害対策の有無  

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

71.4%

65.0%

24.6%

14.3%

20.0%

27.9%

100.0%

50.0%

9.1%

14.3%

15.0%

47.5%

50.0%

90.9%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マリンホーン

その他の防災無線

市町村防災用無線

公共業務用無線

災害対策・水防用無線

県防災端末系無線

列車無線

消防用無線

道路管理用無線

ガス事業用無線

県防災端末系デジタル無線

水防道路用無線

固定多重通信用無線

電気通信業務用移動多重無線

当該システムの全ての無線局について対策が実施されている 当該システムの一部の無線局について対策が実施されている 対策が実施されていない

該当無線局が存在しない。
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予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間については、その他の防災無

線、消防用無線、マリンホーン及び災害対策・水防用無線で全ての無線局で予備電

源を保有している。全ての無線局で予備電源を保有しており、かつ 24 時間以上の予

備電源の運用が可能なのは、災害対策・水防用無線のみであり、24 時間未満と回答

している割合が高い（図表－陸－６－９）。 

 

図表－陸－６－９ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を母数

とし、その内訳を表示している。 

*5 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*6 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

全ての無線局で保有 一部の無線局で保有 保有していない 24時間以上 12時間以上24時間未満 12時間未満

県防災端末系無線 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

県防災端末系デジタル無線 - - - - - -

市町村防災用無線 80.0% 15.0% 5.0% 47.4% 10.5% 42.1%

その他の防災無線 100.0% 0.0% 0.0% 28.6% 28.6% 42.9%

消防用無線 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

水防道路用無線 - - - - - -

道路管理用無線 0.0% 0.0% 100.0% - - -

ガス事業用無線 33.3% 16.7% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

列車無線 45.5% 27.3% 27.3% 0.0% 12.5% 87.5%

固定多重通信用無線 - - - - - -

公共業務用無線 60.7% 21.3% 18.0% 40.0% 8.0% 52.0%

電気通信業務用移動多重無線 - - - - - -

マリンホーン 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

災害対策・水防用無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

予備電源の有無 予備電源の最大運用可能時間（*4）
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システム別に見ると、防災系、消防用システムにおいては、一部も含め予備電源

を備えている割合はシステムによらず 9 割以上と高く、県防災端末系無線の予備電

源は 24 時間以上の運用が可能となっている。市町村防災用無線、その他の防災無線

の順でその運用時間が短くなっている。消防用無線については全ての無線局に予備

電源を備えているものの、その運用時間は 12 時間未満となっている（図表－陸－６

－１０－１）。 

 

図表－陸－６－１０－１ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。 

 

 

100.0%

80.0%

80.0%

100.0%

100.0%

100.0%

20.0%

13.3% 6.7%

100.0%

100.0%

60.0%

42.9%

28.6%

20.0%

7.1%

28.6%

20.0%

50.0%

42.9%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て
一部
無し
24時間以上
12時間以上24時間未満
12時間未満

県防災端末系無線(固定局)400MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

市町村防災用無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

市町村防災用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

その他の防災無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基

地局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

その他の防災無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

消防用無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局が存在しない。
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道路、公共系システムにおいては、公共業務用無線は 150MHz 帯のシステムに比べ

て 400MHz 帯のシステムのほうが予備電源を保有している割合が高く、24 時間以上

の運用可能な割合も高くなっている。道路管理用無線は予備電源を全く保有してい

ない（図表－陸－６－１０－２）。 

 

図表－陸－６－１０－２ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。 

*4 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

73.3%

56.5%

6.7%

26.1%

100.0%

20.0%

17.4%

58.3%

34.2%

8.3%

7.9%

33.3%

57.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て

一部

無し

24時間以上

12時間以上24時間未満

12時間未満

道路管理用無線(固定局)400MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

予備電源の有無

具体的な時間

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸

上移動中継局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

水防道路用無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

水防道路用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

道路管理用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。

*3  「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。

該当無線局が存在しない。

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局は存在するが、予備電源を保有していない。
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ガス、列車、災害対策水防用系システムにおいては、災害対策・水防用無線は局

種によらず全ての無線局が予備電源を保有し、24 時間以上の運用が可能となってい

る。ガス事業用無線は固定局が全ての無線局で予備電源を保有しているが、基地

局・携帯基地局の 6 割が予備電源を保有しておらず、それらの運用時間も全て 12 時

間未満となっている。列車無線は固定局が全く予備電源を保有しておらず、基地

局・携帯基地局においても予備電源を保有していない割合が 2 割存在し、その運用

時間も 12 時間未満が大半を占めている（図表－陸－６－１０－３）。 

 

図表－陸－６－１０－３ システム別予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間（内訳） 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】

を表す。 

*3 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内

訳を表示している。また、下段【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択し

たシステム数のみを母数（100%）とし、その内訳を表示している。このため、上段と下段で母数が異なる。 

  

100.0%

20.0%

50.0%

100.0%

100.0%

100.0%

20.0%

30.0%

60.0%

100.0%

20.0%

100.0%

100.0%

12.5%

100.0%

100.0%

100.0%

87.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て

一部

無し

24時間以上

12時間以上24時間未満

12時間未満

ガス事業用無線(固定局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

ガス事業用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

列車無線(固定局)400MHz
予備電源の有無

具体的な時間

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中

継局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz
予備電源の有無

具体的な時間

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz
予備電源の有無

具体的な時間

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔無し〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。

このため、上段と下段で母数が異なる。

固定多重通信用無線(固定局)400MHz
予備電源の有無

具体的な時間

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯

基地局)400MHz

予備電源の有無

具体的な時間

運用可能時間（予備電源の有無）

運用可能時間（具体的な時間）

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、予備電源を保有しない。

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 
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デジタル技術の導入予定については、「導入予定なし」とする回答率が高く、今後

のデジタル化による大容量化や高度化のニーズは明らかになっていない（図表－陸

－６－１１）。 

 

図表－陸－６－１１ デジタル技術(又はナロー化技術)の導入予定【北陸】  

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

25.0%

14.3%

9.1%

6.3%

4.1%

12.5%

14.3%

20.0%

12.5%

14.3%

43.8%

53.1%

90.9%

80.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)400MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継

局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

導入済み・導入中
3年以内に導入予定
3年超に導入予定
将来新しいデジタルシステムについて提示されれば導入を検討予定
導入予定なし

該当無線局が存在しない。

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 
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今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画では、多くの電波利用シ

ステムが無線局数、通信量ともに増減予定なしと回答している。「災害対策・水防用

無線（基地局・携帯基地局）400MHz」は無線局数が減少していく予定となってい

る。「マリンホーン（携帯基地局）350MHz」は無線局数、通信量ともに減少していく

予定となっている。これは、マリンホーンについては周波数再編アクションプラン

において「地域的な偏在や無線局の減少傾向に加え、旧規格の使用期限を踏まえ、

平成 34 年までに他の無線システムによる代替等移行を図る」とされているためと考

えられる（図表－陸－６－１２）。 

 

図表－陸－６－１２ 今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 全て 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

*5 70%以上の値を強調して表記している。 

 

  

50%未満
50%以上
100%未満

100%以上 50%未満
50%以上
100%未満

100%以上

水防道路用無線(固定局)400MHz - - - - - - - - - -

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - - - - -

道路管理用無線(固定局)400MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - - - - -

ガス事業用無線(固定局)400MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 80.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 60.0%

列車無線(固定局)400MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

固定多重通信用無線(固定局)400MHz - - - - - - - - - -

公共業務用無線(固定局)400MHz 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 93.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継
局)400MHz

19.6% 2.2% 0.0% 0.0% 78.3% 15.2% 0.0% 0.0% 0.0% 84.8%

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地
局)400MHz

- - - - - - - - - -

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

減少予定
増加予定

増減予定なし

通信量の増減無線局数の増減

減少予定
増加予定

増減予定なし
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無線局数の減少理由の主たる回答として、無線局数の減少として割合の高かった

「マリンホーン（携帯基地局）350MHz」及び「災害対策・水防用無線（基地局・携

帯基地局）400MHz」は全て「廃止予定」となっている。約 2 割減少予定の「ガス事

業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz」は全て「他機器で代替可能」と回答して

いる。「公共業務用無線（固定局）400MHz」は全て「他周波数を利用予定」回答して

いるのに対し、「公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz」

は「他機器で代替可能」と「廃止予定」でそれぞれ 4 割を占めている（図表－陸－

６－１３）。 

 

図表－陸－６－１３ 無線局数減少理由【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔減少予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

44.4%

100.0%

100.0%

11.1% 44.4%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(固定局)400MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

他機器で代替可能 他周波数を利用予定 廃止予定 その他

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、減少予定の無線局は無い。

マリンホーン(携帯基地局 )350MHz 
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無線局の減少による他の機器への代替については、「ガス事業用無線（基地局・携

帯基地局）400MHz」は全て「携帯電話・PHS」と回答している。「公共業務用無線

（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz」は、半数が「携帯電話・PHS」、4

分の 1 が「IP 無線」、4 分の 1 が「簡易無線」と回答している。公共業務用無線には

複数の用途で使用されるシステムが含まれ、使用実態にあわせた電波利用システム

を希望していることがうかがえる（図表－陸－６－１４）。 

 

図表－陸－６－１４ 無線局の減少による他の機器への代替【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【無線局数減少理由】で〔他機器で代替可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

25.0%

100.0%

50.0% 25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

MCA 陸上移動通信 IP 無線 携帯電話・PHS 簡易無線 その他

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、代替可能な無線局は無い。

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 
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無線局増加の理由については、公共業務用無線及び列車無線ともに「その他」と

なっており、正確な理由は明らかになっていない（図表－陸－６－１５）。 

 

図表－陸－６－１５ 無線局数増加理由【北陸】 

 
*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔増加予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

既存無線局から移行予定 新規導入予定 人員増加・業務拡大予定 その他

該当無線局は存在するが、増加予定の無線局は無い。

該当無線局が存在しない。

マリンホーン(携帯基地局 )350MHz 
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通信量の減少理由の主たる回答として、「ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）

400MHz」は全て「他機器で代替可能」となっており、「マリンホーン（携帯基地局）

350MHz」は全て「廃止予定」となっている。「公共業務用無線（基地局・携帯基地

局・陸上移動中継局）400MHz」は、約 6 割が「他機器で代替可能」、残りが「廃止予

定」と回答している（図表－陸－６－１６）。 

 

図表－陸－６－１６ 通信量減少理由【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画】で〔減少予定〕を選択したシステム数を母数とし

たデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

  

57.1%

100.0%

42.9%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

他機器で代替可能 他周波数を利用予定 廃止予定 その他

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、減少予定の無線局は無い。

マリンホーン(携帯基地局 )350MHz 
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通信量の減少による他の機器への代替については、「ガス事業用無線（基地局・携

帯基地局）400MHz」は全て「携帯電話・PHS」に代替可能と回答しており、「公共業

務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz」は 4 分の 3 が「携帯電

話・PHS」、4 分の 1 が「IP 無線」で代替可能と回答している（図表－陸－６－１

７）。 

 

図表－陸－６－１７ 通信量の減少による他の機器への代替【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【通信量減少理由】で〔他機器で代替可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

*3 「公共業務用無線」には、目的コードが「PUB（公共業務用）」の無線局が計上されている。 

 

 

なお、通信量増加予定のある無線局は、北陸局管内において存在しない。 

 

 

  

25.0%

100.0%

75.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

公共業務用無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

道路管理用無線(固定局)400MHz

ガス事業用無線(固定局)400MHz

列車無線(固定局)400MHz

列車無線(基地局・携帯基地局・陸上移動中継局)400MHz

公共業務用無線(固定局)400MHz

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

災害対策・水防用無線(固定局)400MHz

災害対策・水防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

水防道路用無線(固定局)400MHz

水防道路用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

道路管理用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

固定多重通信用無線(固定局)400MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

MCA 陸上移動通信 IP 無線 携帯電話・PHS 簡易無線 その他

該当無線局が存在しない。

該当無線局は存在するが、代替可能な無線局は無い。

マリンホーン(携帯基地局 )350MHz 
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本周波数区分を利用するシステムついて、他の周波数帯への移行・他の電気通信

手段への代替可能性・代替時期について評価を行った。 

他の周波数帯への移行可能性や代替可能性については、「マリンホーン（携帯基地

局）350MHz」が、将来移行可能な周波数帯が提示されれば「今後検討」するとして

いるが、他の電気通信手段へ全て代替可能と回答している（図表－陸－６－１８、

図表－陸－６－１９）。 

 

図表－陸－６－１８ 他の周波数帯への移行可能性【北陸】 

 
* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

 

図表－陸－６－１９ 他の電気通信手段への代替可能性【北陸】 

 

* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

 

次頁以降に、代替可能なシステムについては「代替完了予定時期」、代替困難なシ

ステムについては「代替困難な理由」を記載する。  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

全部可能 一部可能 今後検討

該当無線局が存在しない。

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

全部可能 一部可能 代替困難

該当無線局が存在しない。

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 
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他の電気通信手段への代替完了予定時期については、全て代替可能と回答した

「マリンホーン（携帯基地局）350MHz」が全て 5 年以内に代替完了予定となってい

る（図表－陸－６－２０） 

 

図表－陸－６－２０ 他の電気通信手段への代替完了予定時期【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 【他の電気通信手段（携帯電話・有線系を含む）への代替可能性】で〔全て代替可能〕又は〔一部代替可能〕

を選択したシステム数を母数としたデータとしている。 

 

 

他の電気通信手段への代替が困難なシステムは、北陸局管内においては存在しな

いため、代替困難な理由についての評価は実施しない。 

 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz

電気通信業務用移動多重無線(基地局・携帯基地局)400MHz

1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 今後検討

該当無線局が存在しない。

マリンホーン(携帯基地局)350MHz 
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県防災端末系無線の移行・代替・廃止計画の有無については、固定局が全ての無

線局について計画ありとなっているが、基地局・携帯基地局は一部の無縁局につい

て計画ありとなっている。市町村防災用無線の移行・代替・廃止計画の有無につい

ては、固定局で 6 割、基地局・携帯基地局で 9 割近くが今後検討予定としているこ

とから、デジタル化に要する費用負担等を背景とした対応の遅れが想定され、引き

続き移行を促進する必要があると思われる。その他の防災無線及び消防用無線（基

地局・携帯基地局）は、全て今後検討予定としている（図表－陸－６－２１）。 

 

図表－陸－６－２１ システム別移行・代替・廃止計画の有無【北陸】 

 
* 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

 

 

次頁以降に、「全ての無線局について計画あり」又は「一部の無線局について計画

あり」とするシステムの「システム別移行・代替・廃止の実施予定（全て／一部）」

「システム別移行の完了予定時期」、「システム別代替の完了予定時期」、「システム

別廃止の完了予定時期」及び「システム別移行・代替・廃止の手段」を記載する。 

  

100.0%

40.0%

13.3%

100.0%

60.0%

86.7%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県防災端末系無線(固定局)400MHz

市町村防災用無線(固定局)400MHz

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz

消防用無線(固定局)400MHz

その他の防災無線(固定局)400MHz

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

全ての無線局について計画あり 一部の無線局について計画あり 今後検討予定

該当無線局が存在しない。
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県防災端末系無線、市町村防災用無線のうち、全ての無線局に計画ありとしたも

のについて、計画の内容を見ると、県防災端末系無線の固定局は代替・廃止せずに

「全て移行」する予定となっている。また、市町村防災用無線は固定局、基地局・

携帯基地局ともに、半数を代替・廃止せずに「全て移行」、残り半数を「全て廃止」

する予定となっている（図表－陸－６－２２）。 

 

図表－陸－６－２２ システム別移行・代替・廃止の実施予定 

（全ての無線局について計画あり）【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 全て〔-〕と表示されているシステムは、該当システムは存在するが移行・代替・廃止の実施予定は無い、も

しくは該当システムが存在しないことを示している。 

*4 システムごとに最大の割合を示す値を強調して表記している。 

 

 

県防災端末系無線のうち、一部の無線局に計画ありとしたものについて、計画の

内容を見ると、代替・廃止せずに全てを「一部移行」する予定となっている（図表

－陸－６－２３）。 

 

図表－陸－６－２３ システム別移行・代替・廃止の実施予定 

（一部の無線局について計画あり）【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 全て〔-〕と表示されているシステムは、該当システムは存在するが移行・代替・廃止の実施予定は無い、も

しくは該当システムが存在しないことを示している。 

*4 システムごとに最大の割合を示す値を強調して表記している。 

 

 

  

全て移行
（代替・廃止予定なし）

全て代替
（移行・廃止予定なし）

全て廃止
（移行・代替予定なし）

一部移行・代替
（廃止予定なし）

一部移行・廃止
（代替予定なし）

一部代替・廃止
（移行予定なし）

移行・代替・廃止
それぞれあり

県防災端末系無線(固定局)400MHz 100.0% - - - - - -

市町村防災用無線(固定局)400MHz 50.0% - 50.0% - - - -

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 50.0% - 50.0% - - - -

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

その他の防災無線(固定局)400MHz - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

消防用無線(固定局)400MHz - - - - - - -

一部移行
（代替・廃止予定なし）

一部代替
（移行・廃止予定なし）

一部廃止
（移行・代替予定なし）

一部移行・代替
（廃止予定なし）

一部移行・廃止
（代替予定なし）

一部代替・廃止
（移行予定なし）

移行・代替・廃止
それぞれあり

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz 100.0% - - - - - -

県防災端末系無線(固定局)400MHz - - - - - - -

市町村防災用無線(固定局)400MHz - - - - - - -

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

その他の防災無線(固定局)400MHz - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - -

消防用無線(固定局)400MHz - - - - - - -
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県防災端末系無線については、固定局、基地局・携帯基地局ともに平成 32 年度中

に移行完了予定となっている。市町村防災用無線については、移行計画がある固定

局、基地局・携帯基地局ともに、移行完了時期が定まっていない（図表－陸－６－

２４）。 

 

図表－陸－６－２４ システム別移行の完了予定時期【北陸】  

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 移行実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。 

 

代替実施予定のあるシステムは、北陸局管内においては存在しないため、代替完

了予定時期についての評価は実施しない。 

 

  

県防災端末系無線(固定局)400MHz

県防災端末系無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

市町村防災用無線(固定局)400MHz

市町村防災用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

* 移行実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。
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市町村防災用無線のうち廃止完了時期を設定している固定局、基地局・携帯基地

局ともに、平成 29 年度中に廃止完了予定となっており、予定どおり廃止完了してい

る（図表－陸－６－２５）。 
 

図表－陸－６－２５ システム別廃止の完了予定時期【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 廃止実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。 

 

  

市町村防災用無線(固定局)400MHz

市町村防災用無線(基地局・携帯基地

局)400MHz

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

* 廃止実施予定と回答していないシステム及び該当する無線局が存在しないシステムは表示されていない。
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県防災端末系無線の移行・代替・廃止の手段については、固定局、基地局・携帯

基地局ともに全て「260MHz 帯のデジタル無線に移行」と回答している。市町村防災

用無線の移行・代替・廃止の手段については、固定局が全て「260MHz 帯のデジタル

無線に移行」と回答しているのに対し、基地局・携帯基地局は「260MHz 帯のデジタ

ル無線に移行」と「他の無線システムへの移行・代替は行わず廃止」で回答が二分

している（図表－陸－６-２６）。 

 

図表－陸－６－２６ システム別移行・代替・廃止の手段【北陸】 

 

*1 割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 〔-〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが、移行・代替・廃止の計画は無いことを示してい

る。 

*4 70%以上の値を強調して表記している。 

 

 

 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

100.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

100.0% 2 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

市町村防災用無線(基地局・携帯基地局)400MHz 50.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 50.0% 1 0.0% 0

消防用無線(固定局)400MHz - - - - - - - - - - - -

消防用無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(固定局)400MHz - - - - - - - - - - - -

県防災端末系デジタル無線(基地局・携帯基地局)400MHz - - - - - - - - - - - -

市町村防災用無線(固定局)400MHz

MCA 陸上移動通信へ代替 その他

その他の防災無線(固定局)400MHz

その他の防災無線(基地局・携帯基地局)400MHz

電気通信事業者が提供する
移動無線サービスへ代替

他の無線システムへの移行・
代替は行わず廃止

県防災端末系無線(基地局・携帯基地局)400MHz

260 MHz帯のデジタル無線へ
移行

60 MHz帯のデジタル無線へ
移行

県防災端末系無線(固定局)400MHz
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 周波数に係る評価 

400MHz 帯を使用するデジタル簡易無線局数の増加に牽引され、本周波数帯のアマ

チュア無線を除く無線局数はやや増加傾向にあり、これは今後も続くものと考えら

れる。 

 本周波数帯は、移動通信に適した電波伝搬特性を有するとともに無線設備の小型

化が容易であることから、今後も一定の需要が見込まれる。 

 地上テレビジョン放送のホワイトスペースにおいては、劇場やイベントで使用さ

れる特定ラジオマイク、スタジアム、美術館、商店街等の小規模エリアを対象とし

たローカル情報を放送するエリア放送システムが導入され、今後も需要が増加して

いくものと考えられる。 

 

 電波利用システムに係る評価 

400MHz 帯を使用するアナログ方式の簡易無線は、周波数割当計画等に示す方針に

基づき、平成 34 年 11 月 30 日までにデジタル方式に移行する必要がある。 

400MHz 帯を使用する防災行政無線については、デジタル化による防災行政無線の

周波数の統一の観点から、260MHz 帯への移行を進めているところであり、引き続き

デジタル化を推進していくことが適当である。 

地上デジタルテレビジョン放送用周波数帯のホワイトスペースについては、今後

も様々なシステムの導入が検討されていることから、放送局及び既存無線局との共

用のための運用調整等を明確にしながら実用化を図ることによって、周波数の有効

利用を促進していくことが適当である。 

北陸局管内において 350MHz 帯を使用するマリンホーンについては、無線局数が減

少傾向にあることから、旧規格の使用期限を踏まえ、平成 34 年までに他の無線シス

テムによる代替等移行を図ることが必要である（図表－陸－６-２７）。 
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図表－陸－６－２７ マリンホーンの無線局数の推移（各総合通信局等の比較）【北陸】 

総合評価 

本周波数帯は、防災行政無線、公共分野の自営通信、デジタルテレビジョン放送

等、多様で重要な電波利用システムに利用されるとともに、アマチュア無線、簡易

無線、タクシー無線等にも広く利用されている。 

アマチュア無線を除くと無線局数はやや増加傾向にあり、これらの電波利用シス

テムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。

本周波数帯を使用する「陸上・自営」の電波利用システムについて、現在、アナ

ログ方式を採用している無線機器は、周波数の有効利用を図る観点や今後アナログ

方式の需要減少によって将来的に機器の更新が困難となることが想定されることか

ら、デジタル化や狭帯域化（ナロー化）していくことが望ましい。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成23年度 1,111 483 0 0 377 82 0 0 7 0 0

平成26年度 606 357 0 0 298 67 0 0 0 0 0

平成29年度 424 279 0 0 238 24 0 0 0 0 0

0
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400
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800

1,000

1,200

（無線局数）

平成23年度 平成26年度 平成29年度
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参 考 

各システムの概要 



 
 
 

 

 

 

 



第１節 

26.175MHz 以下 

参-2-1



 
参-2-2



 

§6-1-1 陸上・自営 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、26MHz 以下の周波数の電波を利用する公共業務用の固定通信シ

ステムがある。 

   このシステムは、国内における本土と離島との間、国内と国外との公共施設間等

の数百 km から数千 km の区間において、電信、電話、ファクシミリ、データ等の長

距離通信や国際通信を行うための回線として使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

   

  

 

 
 

 

公共業務用の固定通信システム 

参-2-3



 

§6-1-2 陸上・放送 

 

（１）システムの概要 

本システムには、531kHz-1602kHz の周波数の電波を使用する中波放送と 3MHz 帯

から 9MHz 帯の周波数を利用した短波放送がある。 

中波放送は、一般放送事業者による主に県域放送に利用されている。 

また、短波放送については、主に一般放送事業者により全国を放送対象地域とし

た放送に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 
 

 

参-2-4



 

§6-1-3 陸上・その他 

 

（１）システムの概要 

本システムには、40kHz 及び 60kHz の周波数の電波を利用する標準電波、1620kHz

及び 1629kHz の周波数の電波を使用する路側通信(特別業務の局)及び 26MHz 以下の

周波数の電波を使用するアマチュア無線がある。 

標準電波は、時間と周波数の標準及び協定世界時(UTC)に基づく日本標準時(JST)

を広く国の内外に知らせるために運用している。 

路側通信は、主要国道、高速道路の一部で路肩又は中央線上に設置してあるアン

テナから一定区間において、各種渋滞情報や交通規制等の道路状況等を走行する自

動車に対して通報している。 

アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。 

本周波数帯を利用するアマチュア無線は、その電波伝搬特性から、主に国内の長

距離通信や外国との通信に利用されており、平成 20 年 4 月に 3.5MHz 帯及び 3.8MHz

帯における利用可能な周波数帯が拡大され、平成 21年 3月に 7MHz帯の拡大と 135kHz

帯の新規分配がなされた。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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○○インターから 

△△インターまで 

渋滞５ｋｍです。 
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§6-1-4 海上・船舶通信 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、短波帯(HF)の周波数の電波を利用した船舶無線がある。 

   短波帯船舶無線は、海上通信として、最も歴史のあるシステムであり、海岸局と

遠洋漁業を行う船舶局との間の通信に使用されている。通達距離は、空中線電力や

昼夜の別によるが、短波帯は数百～数千 km であり、季節、時間帯等により電離層

反射を利用した最適な周波数を選択することにより世界中との通信が可能である。 
 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 漁船 

漁業用海岸局 
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§6-1-5 海上・測位 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、2MHz 帯の周波数の電波を利用したラジオ・ブイがある。 

2MHz 帯の周波数の電波を利用したラジオ・ブイは、無線設備を内蔵した浮標を目

標物に置き、これから発射される電波を船舶等において受信し、その方位を測定す

るシステムであり、主に漁業用として使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測所等 

漁船 

ラジオ・ブイ 

ラジオ・ブイ 

延縄 
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§6-1-6 航空・航空通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、VHF 帯の電波が到達しない洋上等において 22MHz 以下の周波数の

電波を利用した航空交通管制及び運航管理通信において使用するシステムである。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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電  離  層 
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§6-1-7 航空・測位 

 

（１）システムの概要 

本システムは、長波、中波の無指向性電波を利用した航行支援のための無線標識

であり、無線航行援助施設として最も早くから実用化されたシステムであり、全地

球的規模で普及している。 

航空機上の自動方向探知器（ADF）で当該電波を受信することにより、無指向性無

線標識（NDB）の方向を知ることができる。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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Ｂ局の方位 

Ａ局の方位 
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§6-1-8 その他・電波天文 

 

（１）電波天文の概要 

電波天文は、宇宙からの様々な周波数の微弱電波を観測し、宇宙で起こる自然現

象の解明を試みており、本周波数帯もその一翼を担っている。 

例を挙げると、太陽電波や木星電波の観測が古くから盛んに行われ、多くの天文

学上の成果を産み出している。木星電波の観測からは、木星磁気圏で発生する擾乱

現象（オーロラ活動）を探る手掛かりが得られ、惑星における粒子加速や電波放射

メカニズムを研究する上で貴重なデータとなる。また、太陽で発生する爆発現象に

伴って広い周波数にわたり電波が放射されるが、それらの観測により、太陽擾乱の

宇宙環境への影響等の解明につながる。さらに、太陽活動による惑星間空間の磁場

の乱れを観測して、飛行物体の安全性を確保するというような応用の観点からも、

低周波成分を含めた太陽電波の定常観測が実施されている。 

 

（２）観測イメージ 
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§6-1-9 その他・ISM 等 

 

 

（１）システムの概要 

   13.56MHz 帯（13.553MHz-13.567MHz）においては、産業科学医療用（ISM）に指

定されており、産業用、科学用、医療用、家庭用その他これらと類似の用途等に利

用されている他、ワイヤレスカード等にも用いられている。 

   ワイヤレスカード（非接触 IC カード）システムは、駅の改札等における料金徴

収、ビル、レジャー施設等における入退室管理等で、カードを直接機械に接触させ

ることなくその内容を読み取り、必要な情報を書き込むことを可能とするシステム

である。 

   無電極放電ランプは、電磁誘導の原理を応用し、電極を用いずに高周波の電気エ

ネルギーを直接光エネルギーに変換し放電管を発光させるランプである。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

   

 

 

 

 
 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

水銀蒸気 

誘導電界 

高周波磁界 

ワイヤレスカード（非接触 IC カード）システム 

ISM 装置の例（無電極放電ランプ） 

※コイルに高周波電流を流すことで高

周波磁界を作り、発生した誘導電界が内

部の水銀蒸気を励起することにより紫

外線を発生させ、その紫外線がバルブ内

面に塗布してある蛍光体に当たって可

視光に変換され発光する。 
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第２節 
 

26.175MHz 超 50MHz 以下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

参-2-13



 
参-2-14



 

§6-2-1 陸上・自営 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、26.175MHz を超え 50MHz 以下の周波数帯の電波を利用したコン

テナ荷役用や貨客運送事業用等の無線通信システムがある。 

   このシステムは、主に、コンテナ等の荷役作業や貨客運送事業における保守作業

等の連絡用として、AM 変調による音声通信を主体に本周波数帯の伝搬特性を利用し

た見通しのきかない場所間での通信等に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

コンテナ荷役用 

貨客運送事業用 
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§6-2-2 陸上・放送事業 

 

（１）システムの概要 

本システムは、放送事業者が報道をはじめとする番組制作において使用する連絡

用無線として 30MHz 帯が、また、ラジオマイクとして 40MHz 帯が使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-3 陸上・その他 

 
（１）システムの概要 

本システムには、28MHz 帯の周波数の電波を利用するアマチュア無線及び 27MHz 帯

の周波数の電波を利用する電波規正用無線局（特別業務の局）がある。 

アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。 

本周波数帯においては、その電波伝搬特性を利用し、主に国内外との通信、人工

衛星を利用して行う通信、中継無線局（レピータ）を通じて行う通信等に用いられ

ている。 

電波規正用無線局とは、アマチュア無線の周波数帯及びその隣接帯域において不

法に運用している局に対し、その運用を規正するために開設する無線局である。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-4 海上・船舶通信 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、27MHz 帯又は 40MHz 帯の周波数の電波を利用した船舶無線があ

る。 

   27MHz 帯無線電話については、漁業用、スポーツ及びレジャー用として漁船やレジ

ャー船において、船舶局間通信や海岸局との通信に利用されている。 

また、40MHz 帯無線電話については、海岸局に有線接続装置を設置することにより、

公衆回線に接続可能であり、船舶から捜索救助機関や診療機関等の陸上施設との連

絡に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-5 海上・測位 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、40MHz 帯の周波数の電波を利用したラジオ・ブイがある。 

   40MHz 帯ラジオ・ブイは、無線設備を内蔵した浮標を目標物に置き、これから発射

される電波を船舶等において受信し、その方位を測定するシステムであり、主に漁

業用として使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-6 海上・その他 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、40MHz 帯の周波数の電波を利用した魚群探知テレメーターがあ

る。 

40MHz帯魚群探知テレメーターは、主局が従局の魚群探知の状況を随時観察して、

投網場所の選定するため、また、定置網への入網状況の確認等を行う手段のため等、

漁業における効率化・省力化を目的として使用されている。 

   

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-7 航空・その他 

 

（１）システムの概要 

本システムには、27MHz 帯の周波数の電波を利用した無線電話であり、グライダー

練習用無線通信に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-2-8 その他・電波天文 

 

（１）電波天文の概要 

電波天文は、宇宙からの様々な周波数の微弱電波を観測し、宇宙で起こる自然現

象の解明を試みており、本周波数帯もその一翼を担っている。 

例を挙げると、太陽電波や木星電波の観測が古くから盛んに行われ、多くの天文

学上の成果を産み出している。木星電波の観測からは、木星磁気圏で発生する擾乱

現象(オーロラ活動)を探る手掛かりが得られ、惑星における粒子加速や電波放射メ

カニズムを研究する上で貴重なデータとなる。また、太陽で発生する爆発現象に伴

って広い周波数にわたり電波が放射されるが、それらの観測により、太陽擾乱の宇

宙環境への影響等の解明につながる。さらに、太陽活動による惑星間空間の磁場の

乱れを観測して、飛行物体の安全性を確保するというような応用の観点からも、低

周波成分を含めた太陽電波の定常観測が実施されている。 

 

（２）観測イメージ 
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§6-2-9 その他・免許不要 

 

（１）システムの概要 

本システムには、27MHz 帯の周波数の電波を利用した市民ラジオ及び 27MHz 帯又

は 40MHz 帯の周波数の電波を利用したラジコン・ラジオマイクがある。 

これらの無線設備は、発射する電波が著しく微弱な無線局として、無線局の免許

を要しないものである。 

市民ラジオは、レジャーや趣味のほか、工事現場での連絡や運動会や登山等での

連絡通信として利用されている。 

ラジコンは、模型飛行機、模型ボートその他これに類するものの無線操縦用とし

て利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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第３節 
 

50MHz 超 222MHz 以下 
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§6-3-1 陸上・防災 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、主に 150MHz 帯都道府県防災行政無線システム、60MHz 帯市町村

防災行政無線システム、150MHz 帯市町村防災行政無線システム及び防災テレメータ

ーシステムがある。 

150MHz 帯都道府県防災行政無線システム及び 150MHz 帯市町村防災行政無線シス

テムは、災害情報の収集・伝達を行うために整備されている無線通信システムであ

り、主に車載型や携帯型で活用する移動系のシステムとして利用されている。 

60MHz 帯市町村防災行政無線システムは、災害が発生した場合、地域住民に対して

直接情報伝達を行うことを目的として設置される同報系のシステムとして利用され

ている。 

防災テレメーターシステムは、河川の水位、流量、降水量等の観測データを伝達す

るため、これを監視する観測所と事務所等の間を無線通信回線により結ぶシステム

である。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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市町村防災行政無線システム及び防災テレメーターシステム 

市町村防災行政無線システム（同報系）、市町村防災行政デジタル無線システム（同報

 

（車載）移動局（車載）移動局

同

報

系

移

動

系

テ レ メー タ系

屋上設置型屋外拡声器屋上設置型屋外拡声器
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同報系親局

（市町村災害対策本部）
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同報系親局

路上設置型屋外拡声器路上設置型屋外拡声器

テレメータテレメータ
戸別受信機戸別受信機戸別受信機

（携帯・可搬）移動局

テレメーター系 

テレメーター 
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§6-3-2 陸上・自営 
 
（１）システムの概要 

   本システムには、60MHz 帯及び 150MHz 帯の周波数の電波を利用した公共業務用無

線、消防・救急無線、水防・道路管理用無線、鉄道無線、電気・ガス事業用無線、テ

レメーター用無線及び各種業務用等の一般業務用無線がある。 
   これらの業務用無線は、事務所間、事務所と移動体又は移動体相互間において、

主に音声による業務連絡やデータ伝送等の固定・移動通信に幅広く利用されている。 
60MHz 帯及び 150MHz 帯は、その電波の伝搬特性を活かし、一般的に半径 10～50km

程度のサービスエリアを構成し、広範囲における地域や山間部等の見通しがきかな

い場所における通信に利用されている。 

また、150MHz 帯においては、従来のアナログ方式に比べ、伝送速度及び周波数の

利用効率の向上が図られる狭帯域デジタル方式等が平成 13 年度から公共業務用無

線を中心に順次導入されてきている。 
 
（２）システムの構成イメージ 

 
 

 

ヘリコプター

＜固定通信＞

＜固定通信＞ ＜移動通信＞

テレメーター
＜移動通信＞

鉄道無線

車載型無線

携帯型無線
携帯型無線
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§6-3-3 陸上・電気通信業務 
 
（１）システムの概要 

   本システムには、60MHz 帯の周波数の電波を利用した電気通信業務用の可搬無線

局がある。 
   可搬無線局は、離島や険しい山岳地域等の有線方式で対応が困難な地域への電気

通信サービスの提供や災害発生時の加入者回線の救済・特設公衆電話を設置するた

めの無線回線として利用されている。また、山岳等の臨時電話(遭難事故等の緊急連

絡用)のための無線回線にも利用されている。 
 
（２）システムの構成イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

山岳等の有線方式で対応困難な
地域への電気通信サービスの提供

可搬無線局

可搬無線局 （加入電話）

（公衆回線）
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§6-3-4 陸上・放送 

 

（１）システムの概要 

本システムには、76.1MHz-94.9MHz の周波数の電波を使用する超短波放送と超短

波放送の電波に重畳して行う多重放送、99MHz-108MHz の周波数の電波を使用する V-

Low マルチメディア放送がある。 

日本放送協会及び一般放送事業者による県域放送や、道路交通情報通信システム

（VICS）にも利用されている。 

 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-3-5 陸上・放送事業 

 

（１）システムの概要 

本システムは、演奏所から送信所又は送信所間の音声番組伝送用（STL/TTL 回線）

等として 60MHz 帯及び 160MHz 帯が、また、放送事業者が報道をはじめとする番組制

作において使用する連絡用無線として 140MHz-160MHz 帯の周波数の電波が使用され

ている。連絡用無線の一部は音声素材の伝送を行うため、帯域が 100kHz と他のシス

テムより広帯域ものもある一方で、周波数有効利用のため、狭帯域化し、160MHz 帯

に周波数を集約することが進められている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 
 

STL 

TTL 

事 件 現 場 で

す。本日昼頃

男が・・・・ 
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§6-3-6 陸上・その他 

 

（１）システムの概要 

本システムには、52MHz 帯又は 145MHz 帯の周波数の電波を利用するアマチュア無

線、52MHz 帯又は 150MHz 帯の周波数の電波を利用する電波規正用無線局（特別業務

の局）及び 150MHz 帯の周波数の電波を利用する簡易無線がある。 
アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。 

当該周波数帯においては、その電波伝搬特性を利用し、主に国内との通信、人工

衛星を利用して行う通信及び各種実験・研究の通信等に用いられている。 

 電波規正用無線局とは、アマチュア無線の周波数帯及びその隣接帯域において不

法に運用している局に対し、その運用を規正するために開設する無線局である。 

簡易無線とは、多くの人が様々な用務に使用できるものである。多くの人が限ら

れた周波数を時間的、空間的に共有することが前提で、簡易な内容の通信に使用さ

れている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法アマチュア無線 
電波規正用無線局 

本周波数帯で、運用し

てはならない。 

アマチュア無線 簡易無線 

電波規正用無線局 

 

アマチュア無線機 アンテナ パソコン 

ファクシミリ 

月 

アマチュア衛星 
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§6-3-7 海上・船舶通信 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、150MHz 帯の周波数の電波を利用した海岸局と船舶局又は船舶局

相互間の船舶無線がある。 

   150MHz 帯船舶通信は、国際 VHF 機器、マリン VHF 機器、AIS(船舶自動識別装置)が

あり、これらは全世界共通の周波数帯を使用したシステムである。 

国際 VHF 機器は、海岸局と船舶局又は船舶局相互間において、港務通信の他、電

気通信業務、水先業務、船上通信、遭難安全通信等の用途のために使用されている。 
マリン VHF機器は、沿岸海域のみを航行するプレジャーボート等の船舶において、

船舶相互間、レジャー用の海岸局との通信の他、航行警報、気象情報の受信、緊急時

の海上保安庁との通信、大型船舶との通信に使用されている。 
AIS は、船舶局又は海岸局の無線設備であって、船舶の船名、位置、針路、速度そ

の他の情報を船舶局と海岸局又は船舶局相互間との間において自動的に送受信する

機能を有するものであり、輻輳海域での海上交通管制又は他の船舶との衝突回避の

ために使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

レジャー用海岸局 

港湾管理用海岸局 

入港船舶 

レジャー船 

ＡＩＳシステム 

（船舶の位置・ 

  動静の把握） 

航行船舶 
 

 

航行船舶 
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§6-3-8 海上・その他 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、120MHz 帯の周波数の電波を利用した衛星 EPIRB がある。 

 衛星 EPIRB は、遭難自動通報設備の一つで、船舶が遭難した場合、コスパス・サー

サット衛星の中継により、その送信地点を探知させるための信号を 400MHz 帯の周波

数で捜索救助機関へ送信し、120MHz 帯の周波数は、捜索救助用航空機のホーミング

用に使用されている。 
 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

航空機 

遭難信号地上 

受信局 

（捜索救助衛星システム）  

  コスパス・ 

サーサットシステム 

沈没船舶 

航空機の 

ホーミング用 

衛星ＥＰＩＲＢ 救命筏 
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§6-3-9 航空・航空通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空機と地上の間、航空機相互間における通信に使用する無線設

備であり、航空交通管制通信、運航管理通信及び航空業務通信に幅広く利用されて

いる。 

VHF 帯の電波の伝播特性から通達距離は、見通し可能な範囲内となる。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  

飛行場管制所 航空会社 

運航管理所 

 

 

 

航空路用 
ＶＨＦ無線 
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§6-3-10 航空・測位 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空機の無線航行に必要なシステムであり、航行中における方向

の特定や滑走路への進入コースへの指示に用いられる。 

   VOR（108MHz-117.95MHz）：VHF 帯の電波により全方向に方位情報を提供。 

LLZ（108.1MHz-111.95MHz）：滑走路中心線コースからの左右のずれを示すもので、

コースの左側では 90Hz、右側では 150Hz の変調信号が強くなり、コースの中

心では両者の変調信号が等しくなるような電波を滑走路端から発射。 

MB（75MHz）：着陸進入コース上の所定の位置から上空に向けて指向性の電波を発

射し、着陸地点までの距離を示す。約 7km-11km 地点にアウターマーカー

（OM:400Hz で変調）、約 1ｋｍ地点にミドルマーカー（MM:1300Hz で変調）、約

300m 地点にインナーマーカー（IM:3000Hz で変調）を設置。 

  OM、MM の代わりに測定精度の高いターミナル DME を設置する場合がある。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-3-11 衛星・電気通信業務 

 

（１）システムの概要 

 トラック等の動態管理や降水量等の遠隔測定を行うため、29 の非静止衛星を介し

て、低速度のデータ通信を行っている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-3-12 その他・免許不要 

 

（１）システムの概要 

本システムには、70MHz 帯の周波数の電波を利用したラジコン及び特定小電力無

線局(ラジオマイク、音声アシスト用無線電話)がある。 

ラジコンについては、発射する電波が著しく微弱な無線局として、無線局の免許

を要しないものであり、70MHz 帯においては、ホビー用として上空で使用する模型

飛行機の無線操縦や産業用として農薬散布の無人ヘリ、芝刈り機等の無線操縦に利

用されている。 

特定小電力無線局は、空中線電力が 1W 以下であって、総務省令で定める混信防止

機能等の一定の技術的条件を満たし、かつ、技術基準適合証明を受けた無線設備を

利用することにより、無線局の免許を不要しないものである。 

ラジオマイクは、主にろう学校等で聴覚障害者の補聴援助するための音声等その

他音響を補聴器（受信設備）に伝送するための補聴援助用ラジオマイクがある。 

音声アシストシステムは、周囲の状況や現在地に関する情報を電波により送信し、

携帯する受信装置で受信することにより、視覚障害者等の歩行の際の目印として利

用するものである。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-4-1 陸上・防災 

 

（１）システムの概要 

本システムには、主に 260MHz 帯都道府県デジタル総合通信システム及び 260MHz

帯市町村デジタル移動通信システムがある。 

260MHz 帯都道府県デジタル総合通信システムは、同報通信系と移動通信系の機能

を併せ持つもので平成 16 年から導入されており、同時双方向の音声に加え、データ

及び静止画像等のマルチメディア伝送にも対応するシステムとなっている。 

260MHz 帯市町村デジタル移動通信システムは、多様な情報ニーズに対応可能で、

マルチ・チャネル・アクセス（MCA）方式を用いた周波数利用効率の高い、高度な移

動通信システムを実現するシステムで、平成 13 年度から導入されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-4-2 陸上・自営 
 
（１）システムの概要 

   本システムには、250MHz 帯の周波数の電波を利用する同報通信システムがある。 

   このシステムは、主に、取材したニュースを本部から支所に対して一斉速報する

ことを目的として、ファクシミリ等の同報通信を行うために使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-4-3 陸上・電気通信業務 
 
（１）システムの概要 

   本システムには、280MHz 帯の周波数の電波を利用した電気通信業務用のページャ

ーシステムがある。 
   ページャーシステムは、親局（無線呼出局）から小型の携帯受信設備（ページャ

ー端末）に対して呼出しを行う電気通信サービスであり、電話を使って相手のペー

ジャーの番号をかけることで、相手のページャー端末で着信音を鳴らしたり、振動

させたり、簡単な文字メッセージを送ったりすることができる。主に企業、医療機

関及び防災関係機関における職員の呼出し等に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

 

＜会社（事務室）＞

ページャー端末

公衆回線

無線呼出局

17:00から緊急
会議を開催
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§6-4-4 海上・測位 

 

（１）システムの概要 

本システムには、ディファレンシャル GPS（DGPS）がある。ディファレンシャル GPS

は、米国が運用する GPS の誤差補正値をユーザーへ伝送することにより、GPS の位置

測定精度を向上させるものである。また、GPS 衛星の異常やシステムの運用状況等の

情報も伝送している。 

GPS（Global Positioning System）： 米国が運用する衛星測位システムで、自動

車のカーナビゲーションシステムや携帯電話の位置情報、航空機・船舶の測

位、測量など広く利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

  

GPS衛星

 
船舶

DGPS局

コントロール
ステーション
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§6-4-5 航空・航空通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空機と地上の間、航空機相互間における通信に使用される無線

設備であり、航空交通管制通信及び運航管理通信に幅広く利用されている。 

UHF 帯の電波の伝播特性から通達距離は、見通し可能な範囲内となる。 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                

飛行場管制所 
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§6-4-6 航空・測位 

 

（１）システムの概要 

本システムは、着陸進入中の航空機に対し、地上から指向性の電波を発射し、滑

走路への進入コースを指示する装置である。 

ローカライザ（LLZ）、グライドパス（GP）、マーカビーコン（MB）で構成される。 

LLZ（108MHz-117.95MHz）：滑走路中心線コースからの左右のずれを示すもので、コ

ースの左側では 90Hz、右側では 150Hz の変調信号が強くなり、コースの中心

では両者の変調信号が等しくなるような電波を滑走路端から発射 

GP（328.6MHz-335.4MHz）：着陸地点への進入角のずれを示すもので、コースの上方

では 90Hz、下方では 150Hz の変調信号が強くなり、コースの中心では両者の

変調信号が等しくなるような電波を着陸地点付近から発射 

MB（75MHz）：着陸進入コース上の所定の位置から上空に向けて指向性の電波を発

射し、着陸地点までの距離を示す。約 7km-11km 地点にアウターマーカー（400Hz

で変調）、約 1km 地点にミドルマーカー（1300Hz で変調）、約 300m 地点にイン

ナーマーカー（3000Hz で変調）を設置 

 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

           

 

 

 

  

   

 

 中央に合わせると 

コース上を進入 

ＬＬＺ 
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§6-4-7 その他・電波天文 

 

（１）電波天文の概要 

電波天文は、宇宙からの様々な周波数の微弱電波を観測し、宇宙で起こる自然現

象の解明を試みている。 

例を挙げると、太陽電波や木星電波の観測が古くから盛んに行われ、多くの天文

学上の成果を産み出している。木星電波の観測からは、木星磁気圏で発生する擾乱

現象(オーロラ活動)を探る手掛かりが得られ、惑星における粒子加速や電波放射メ

カニズムを研究する上で貴重なデータとなる。また、太陽で発生する爆発現象に伴

って広い周波数にわたり電波が放射されるが、それらの観測により、太陽擾乱の宇

宙環境への影響等の解明につながる。さらに、太陽活動による惑星間空間の磁場の

乱れを観測して、飛行物体の安全性を確保するというような応用の観点からも、低

周波成分を含めた太陽電波の定常観測が実施されている。 

 

（２）観測イメージ 
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§6-4-8 その他・免許不要 

 

（１）システムの概要 

 本システムには、322MHz 帯の周波数の電波を利用した特定小電力無線局(ラジオマ

イク)及び 300MHz 帯の周波数の電波を使用したコードレス電話の無線局がある。 

これらの無線局は、空中線電力が 1W 以下であって、総務省令で定める混信防止機

能等の一定の技術的条件を満たし、かつ、技術基準適合証明を受けた無線設備を利

用することにより、無線局の免許が不要となるものである。 

特定小電力無線局(ラジオマイク)は、主に駅の案内放送や校庭等の屋外での可搬

型の連絡拡声用途として利用されている。 

コードレス電話の無線局は、一般加入電話機のコードの代わりに無線を利用した

電話端末として利用されている。 

  

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-1 陸上・防災 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、主に 400MHz 帯都道府県防災行政無線システム・400MHz 帯市町 

村防災用無線システムがある。 

400MHz 帯都道府県防災行政無線システムは、都道府県、出先機関、市町村等との

間での地域防災計画に基づく災害情報の収集・伝達を行うために整備されている無

線通信システムである。機関同士を結ぶ固定系のシステムと、車載型や携帯型で活

用する移動系のシステムがある。 

400MHz 帯市町村防災行政無線システムは、市町村が災害情報の収集・伝達を行う

ために整備されている無線システムであり、主に車載型や携帯型で活用する移動系

のシステムとして利用されている。 

（２）システムの構成イメージ 

 

 

 

 

都道府県防災行政無線システム 
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§6-5-2 陸上・自営 
 
（１）システムの概要 

   本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を利用した警察無線、消防無線、水防

道路管理用無線、鉄道無線、道路管理、電気・ガス事業等の公共業務用無線をはじ

め、タクシー無線、テレメーター用無線及び各種業務等の一般業務用無線がある。 

   これらの公共業務用無線及び一般業務用無線とも、事務所間、事務所と移動体又

は移動体相互間において、業務連絡やデータ伝送等の固定・移動通信に利用されて

いる。 

400MHz 帯は、電波の伝搬特性から一般的に約 3km-10km 程度のサービスエリアを

構成し、主に都市部や平野部における業務用通信が行われている。 

また、従来のアナログ方式に比べ、伝送速度及び周波数の利用効率の向上が図ら

れる狭帯域デジタル方式が平成 13 年度から順次導入されてきている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-3 陸上・電気通信業務

(1) システムの概要

本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を利用した電気通信業務用の移動多重

無線、携帯電話のエントランス無線及び空港無線電話通信がある。 

移動多重無線は、公衆回線として、離島等の有線方式で対応困難な地域への通信

回線や災害時における加入者回線の救済等の臨時回線として利用されている。 

また、携帯電話のエントランス無線は、山間へき地等における携帯電話サービス

を行うため、交換局等から基地局までの小容量の中継回線として利用されている。 

また、空港無線電話通信は、空港内の電気通信サービスを提供するものであり、

主に航空会社等が利用している。平成 16 年度にデータ伝送等が可能な高度化システ

ムとして、デジタル MCA システムが 400MHz 帯に導入されている。

(2) システムの構成イメージ

 

山間僻地等における
携帯電話サービス 簡易型基地局
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参-2-53



 

§6-5-4 陸上・放送 

 

（１）システムの概要 

本システムには、エリア放送とデジタル放送を行うテレビジョン放送がある。 

放送事業者により主に県域放送に利用されている。 

 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-5 陸上・放送事業 

 

（１）システムの概要 

本システムは、放送事業者が報道をはじめとする番組制作において使用する連絡

用無線として 460MHz 帯が使用されている。なお、連絡用無線の一部は音声素材の伝

送を行うため、帯域が 100kHz と他のシステムより広帯域のものもある。また、一部

地域では、演奏所から送信所又は送信所間の番組伝送用（STL/TTL 回線）等として

700MHz が使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-6 陸上・その他 

 

（１）システムの概要 
本システムには、435MHz 帯の周波数の電波を利用するアマチュア無線、420MHz 帯、

435MHz 帯又は 450MHz 帯の周波数の電波を利用する電波規正用無線局（特別業務の

局）、350MHz 帯又は 400MHz 帯の周波数の電波を利用する簡易無線及び 400MHz 帯の

周波数の電波を利用する気象援助用無線がある。 

アマチュア局とは、金銭上の利益のためでなく、専ら個人的な無線通信技術の興

味によって自己訓練、通信及び技術的研究の業務を行う者が開設する無線局である。 

当該周波数帯においては、その電波伝搬特性を利用し、主に国内との通信、人工

衛星を利用して行う通信、中継無線局（レピータ）を通じて行う通信及び各種実験・

研究の通信等に用いられている。 

電波規正用無線局とは、アマチュア無線の周波数帯及びその隣接帯域において不

法に運用している局に対し、その運用を規正するために開設する無線局である。 

簡易無線とは、多くの人が様々な用務に使用できるものである。多くの人が限ら

れた周波数を時間的、空間的に共有することが前提で、簡易な内容の通信に使用さ

れている。 

気象援助用無線とは、高層大気の気温・気圧・温度等を測定する気球につり下げ

られた気象観測機器である。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-7 海上・船舶通信 

 

（１）システムの概要 

   本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を使用した船舶無線及び 350MHz 帯の

周波数の電波を使用したマリンホーンがある。 

400MHz 帯船舶無線は、27MHz 帯、40MHz 帯の無線機器の設置が船体構造上困難なも

の、27MHz 帯に対するエンジン雑音が大きい船舶に有効であり、主にモーターボー

ト、ヨット等のプレジャーボートの船舶用の無線電話に使用されている。 

マリンホーンは、沿岸海域で操業する小型船舶等で、主に船体構造上無線設備設

置が困難なもの、電源設備を持たないもの等の通信手段として使用されている。 

 
（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-8 海上・その他 

 

（１）システムの概要 

  本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を利用した衛星 EPIRB 及び船上通信設

備がある。 

  400MHz 帯衛星 EPIRB は、遭難自動通報設備の一つで、船舶が遭難した場合、コス

パス・サーサット衛星の中継により、その送信地点を探知させるための信号を捜索

救助機関へ送信するものである。また、捜索救助用の航空機がホーミングできるよ

う 121.5MHz が付加されている。 

 船上通信設備は、操船や荷役等船舶の運航上必要な作業のための通信、操船援助

のための通信、船舶を接岸・係留させるための通信、救助又は救助訓練のための通信

に使用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-9 航空・航空通信 

 

（１）システムの概要 

本システムは、航空機と地上の間、航空機相互間における通信に必須の無線設備

である。 

UHF 帯の電波の伝播特性から通達距離は、見通し距離の範囲内となる。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-10 航空・その他 

 

（１）システムの概要 

本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を利用した無線電話があり、ハングラ

イダー、熱気球、ウルトラライトプレーン等のスポーツ及びレジャー用の航空機の

安全かつ円滑な航行上必要な無線通信に利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-11 衛星・その他 

 

（１）システムの概要 

 本システムは、衛星を介して、気象、水象及び地象に関する情報を気象衛星センタ

ーに収集するために利用されている。 

 

（２）システムの構成イメージ 
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§6-5-12 その他・電波天文 

 

（１）電波天文の概要 

電波天文は、宇宙からの様々な周波数の微弱電波を観測し、宇宙で起こる自然現

象の解明を試みている。 

例を挙げると、太陽電波や木星電波の観測が古くから盛んに行われ、多くの天文

学上の成果を産み出している。木星電波の観測からは、木星磁気圏で発生する擾乱

現象（オーロラ活動）を探る手掛かりが得られ、惑星における粒子加速や電波放射

メカニズムを研究する上で貴重なデータとなる。また、太陽で発生する爆発現象に

伴って広い周波数にわたり電波が放射されるが、それらの観測により、太陽擾乱の

宇宙環境への影響などの解明につながる。さらに、太陽活動による惑星間空間の磁

場の乱れを観測して、飛行物体の安全性を確保するというような応用の観点からも、

低周波成分を含めた太陽電波の定常観測が実施されている。 

 

（２）観測イメージ 
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§6-5-13 その他・免許不要

（１）システムの概要

本システムには、400MHz 帯の周波数の電波を利用した特定小電力無線局及び小電

力セキュリティシステムの無線局がある。 

これらの無線局は、空中線電力が 1W 以下であって、総務省令で定める混信防止機

能等の一定の技術的条件を満たし、かつ、技術基準適合証明を受けた無線設備を利

用することにより、無線局の免許を要しないものである。 

特定小電力無線局は、いわゆるトランシーバ型の無線機による無線電話やラジオ

マイク、テレメーター、データ伝送、無線呼出し、医療用テレメーター等の様々な

用途に利用されている。

小電力セキュリティシステムの無線局は、家庭、事務所、工場内等における火災、

盗難その他非常時の通報等のセキュリティ情報を、無線を用いて収集し、離れた場

所において、監視・制御するシステムである。 

（２）システムの構成イメージ
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